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基準１ 教育理念・目的・育成人材像等 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
本校は建学の精神として「臨床に優れ、かつ豊かな人間性に裏打ちされた

医療人を育成する」と定め、これはそのまま教育理念であり本校の育成人材

像でもある。 

本校の目的については学則第 1条により「はり師きゅう師、柔道整復師を

養成するために医療専門課程を設置して、はり師きゅう師柔道整復師に必要

な理論並びに技術の専門教育を行い、かつ医療人としての人格・教養をたか

め、もって社会の福祉と国民の健康の保持と増進に寄与すること」と定めて

いる。これらの教育理念・目的・育成人材像等については本校 Web ページお

よび学校案内等にて学内外に広く周知を行っている。また、学生手帳や小冊

子「Credo（クレド）」の配布により、学生および教職員に対し、学園の理念

や精神等を常に意識し行動の指針とすることを求めている。 

本校の特色としては「臨床の森ノ宮」と外部から評価されるほどの実技・

実習教育がまず挙げられる。正課として実施されている教育の他、学生が自

主的に参加する課外ゼミを充実させ、3年間で基礎的な技術や知識を一通り

身につける事ができるよう指導している。また、カリキュラムの他に施設・

設備としては附属診療所、鍼灸室、出版部やはりきゅうミュージアムなども

本校の特色として挙げられる。 

また、平成 25年度には、設立以来の学園の精神および理念に基づきつつ、

変化する状況に対応し、社会の要請に応えていくために「関西有数の実績を

誇る専門学校として、さらなる飛躍をめざします。」とのビジョンを掲げた

5か年の中期経営計画を策定した。この計画を着実に実行するため、平成 26

年度から数値目標の達成度を検証する活動成果報告会の導入や、人事制度の

刷新などを行っており、完成年度である平成 30 年度には総括を行うととも

に、これに続く第 2期中期経営計画の策定も予定している。 

本校は、昭和 48 年 3 月 1 日、当時の日本の鍼灸界を代表する 7 人の臨床

家によって学校法人森ノ宮学園・大阪鍼灸専門学校として創立された。 

以来、本校の精神的支柱となってきた建学の精神「臨床に優れ、かつ豊か

な人間性に裏打ちされた医療人を育成する」に基づいて、鍼灸文化の根付い

た大阪の地で育まれた日本の鍼灸技術の伝統を受け継ぎ、臨床能力の高い卒

業生を世に送り続けてきた。 

また、臨床教育を充実させるため昭和 57 年には、全国でもいち早く附属

診療所と附属鍼灸室を併設し、昭和 60年には卒後教育雑誌「鍼灸 OSAKA」を

創刊、その後森ノ宮医療学園出版部を設立し、鍼灸を中心とする学術書籍の

発刊等専門教育に関する出版事業を幅広く行っている。 

また、中国や米国の病院・教育機関との提携により、日本と海外の鍼灸お

よび東洋医学について相互理解の促進を行うなど、伝統医学の継承発展のた

めの数々の取り組みを行ってきた。 

平成 12 年、豊かな人間性と確かな技術を持った、社会から要請される柔

道整復師を養成するため、これまでの鍼灸学科に加えて柔道整復学科を開設

し、併せて学校法人森ノ宮医療学園・森ノ宮医療学園専門学校へと改称した。 

森ノ宮医療学園の学生は、教職員とともに学園の精神である「生命への愛

と畏敬」を共有し、日々研鑽に励み、医療あるいは医療人育成に携わる者と

しての自覚をもって、人格の向上と知識・技術の修得に努めることが求めら

れている。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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1-1 （1/2） 

1-1 理念・目的・育成人材像は定められているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

1-1-1 学校が教育を

行う理念・目的・育成

人材像などが、明確

に定められているか 

理念・目的・育成人材像を

解りやすい表現で明確に定

める。 

本校の目的は学則第 1条に

明記のうえ、学園の理念、精

神等についても、明確に定め

ている。 

 学則 

Web ページ

（http://www.morinomiya.

ac.jp） 

Credo 

1-1-2 理念・目的・育

成人材像を実現する

ための具体的な計

画・方法を持ってい

るか 

大目標である理念・目的を

実現するための具体的な計

画として中期経営計画を定

め、それを遂行していく。 

社会の要請に応えつつ理

念・目的を達成するための具

体的な 5ヵ年計画として、第

1 期中期経営計画を平成 25 年

度に策定し、平成 26 年度から

実行している。 

 平成 25 年度に定められた第

1 期中期経営計画は、平成 30 年

度に完成年度を迎えることか

ら、実行はもとより総括の方法

についても検討を進めなくて

はならない。 

森ノ宮医療学園中期経営計

画 

1-1-3 理念・目的は、

時代の変化に対応

し、その内容を適宜

見直されているか 

根本的な理念・目的は時代

が変わろうとも変化するこ

とはないが、カリキュラムお

よび授業内容については、社

会情勢の変化に対応してい

かなければならない。 

関係業界団体の代表者等と

定期的にカリキュラム、授業内

容について協議を行い、学園の

理念、精神を達成するために、

時代に適した教育内容の見直

しを行っている。 

鍼灸師・柔道整復師の急激な

増加により卒業後の進路は開

業中心から変化している。今後

は、医院や病院など医療機関で

の鍼灸師・柔道整復師のさらな

る活躍を視野に入れた養成課

程の編成の検討が必要である。 

教育課程編成委員会議事録 

1-1-4 理念・目的・育

成人材像等は、教職

員に周知され、また

学外にも広く公表さ

れているか 

学園の理念、精神等につい

ては教職員および学生のみ

ならず、ひろく学外にも周知

せられるべきである。また、

教職員は自ら実践し、内外に

対し発信し続けることが重

要である。 

学園の理念、精神等に関して

は Web ページ、学生手帳あるい

は学校案内等で幅広く公表し

ている。また、全教職員に理

念・、目的等が記載された携帯

用の小冊子「Credo」を配布し

ている。 

 学校案内 

学生手帳 

Web ページ 

（ http://www.morinomiya.

ac.jp） 

Credo 
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1-1 （2/2） 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 理念・目的・育成人材像は、明確に定められたうえで、本校 Web ページ、

学生手帳および学校案内等により学内外に周知されている。また、教職員に

対し、小冊子として配布することで、具体的な一人一人の行動の指針となる

よう取り組みを行っている。さらに、着実に本校の理念や目的を達成するた

めの具体的方策として、第 1 期中期経営計画を平成 25 年度に策定し、併せ

て、毎年計画の進捗状況を検証する機会を設けている。 

学園の理念、精神ならびに教育理念等は、学園創立以来変わらぬものとし

て堅持している。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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1-2 （1/2） 

1-2 学校の特色は何か 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

1-2-5 学校の特色とし

て挙げられるものがあ

るか 

資格取得を最終目標とする

のではなく、建学の精神、学園

の理念に定めている通り、卒業

後に社会に貢献できる医療人

の養成を行う。そのために学内

での教育以外に、外部の学習環

境を積極的に利用し、教育効果

を高めていく。 

「日本一厳しい実技教育」を

謳い、両学科とも実技・実習を重

視し、附属診療所や鍼灸院を活

用した高い技術、知識の教授を

行っている。また、全学生を対象

とした解剖学・生理学等のゼミ

や鍼灸・包帯実技など多くの課

外学習時間を確保しており、大

阪大学歯学部第二口腔解剖学教

室のご協力による解剖見学実習

や柔道整復学科アドバンスコー

スにおいてはアメリカ研修も実

施している。これらの取り組み

は業界内外からの卒業生への高

い評価につながっている。 

座学講義についても多くの臨

床家の先生方に非常勤講師とし

て教鞭を執っていただき、医療

現場の実態を講義に盛り込むこ

とを意識している。 

さらに、本学園の出版部が発

刊している季刊誌の「鍼灸

OSAKA」や教材関連書籍も高い評

価を得ており、本校の特色のひ

とつと言える。 

近年、他校においても

臨床教育に力を入れてお

り、更なる特色づけ、内容

の深化が必要と考えてい

る。 
そのためには、附属診

療所や鍼灸室での実習時

間の拡充や内容の充実を

図ることが重要であり、

同時に新規の校外実習先

の開拓も行っていきた

い。 
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1-2 （2/2） 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校独自の特色として、妥協を許さない高いレベルの実技・実習教育、お

よび臨床現場を意識した座学教育が挙げられる。また、附属診療所、鍼灸院

および「はりきゅうミュージアム」といった施設環境を利用した臨床教育も

高い教育効果を上げており、解剖見学実習や柔道整復学科アドバンスコース

におけるアメリカ研修、正課に加えての解剖学や生理学あるいは実技系など

の課外ゼミなども同様である。 

専門学校で附属診療所や「はりきゅうミュージアム」等の施設を持ってい

るのは本校の大きな特色であり、出版部による「鍼灸 OSAKA」の発刊なども

また本校独自のものである。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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1-3 （1/1） 

1-3 学校の将来構想を抱いているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

1-3-6 学校の将来構想

を描き、3～5 年程度先

を見据えた中期的構想

を抱いているか 

これまで通り、鍼灸師、柔道

整復師養成校として、一層の発

展を目指すが、社会的要請に応

じて、建学の精神に則った新学

科の設立や、他分野への進出も

検討する。中期的には第 1 期中

期経営計画に基づき学校運営

を行っていく。 

これまでも時代の変化に合わ

せた教育環境の充実を行ってき

たが、より一層将来構想を明確

化するために平成 25 年度に第 1

期中期経営計画を策定し、現在

遂行中である。 

平成 25 年度に定めら

れた中期経営計画は、こ

れが本校にとって初めて

の中期計画となり、今後

の試金石ともなるもので

あることから、着実な実

行と進捗状況の綿密な検

証、ならびに検証結果の

計画への反映が求められ

ている。また、平成 31 年

度から始まる第 2 期中期

経営計画の策定も視野に

入れておかなければなら

ない。 

平成 28 年度事業報告書 

森ノ宮医療学園中期経営計画 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

今後の学園の中期計画と長期構想については、校内で目標を定めて取り組

み、平成 25 年度に第 1 期中期経営計画として結実した。毎年、進捗状況等

について検証を行っている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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基準２ 学校運営 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
学校法人全体の運営方針は理事会及び評議員会で決定され、専門学校の運

営方針については、建学の精神や学園の精神に基づき、学則に定めた目的を

達成するため、事業方針及び事業計画と予算を各学科や各部署において策定

している。事業方針及び事業計画については、複数の理事者と部署責任者に

よるヒアリング等を重ね運営方針を決定している。 

さらに、本校の設置法人である森ノ宮医療学園が平成 26 年度から平成 30

年度までの第１期中期経営計画を策定、その際専門学校全体及び部署ごとの

中期目標の設定ならびに中核施策等を定め、各部署の事業方針・事業計画に

反映させている。 

事業計画については、年度末の理事会及び評議員会の承認を得て決定する

が、事業計画の策定時期が、前年度の 12 月となるため、事業実施年度途中

の 5月に常任理事者と各部署の責任者による活動成果報告会を開催し、事業

計画の修正あるいは追加等を実施している。 

意思決定においては、理事会や管理者会議での審議、決定のみならず、事

業計画に基づく起案については、職制、職位に基づき学科長・課長、部長、

事務局長、校長さらには理事長が判断して決裁している。 

運営組織については、学園の組織規程に基づき、各部署の業務分掌規程を

定め運営し、各部署の管理職からなる管理者会議にて、各部署における業務

内容の情報共有や学校運営に関わる問題点や管理運営に関する事項につい

て審議のうえ決定し、法人としての意志決定が必要な事案については、管理

者会議で審議の上、理事会等に上申する機能も持ち合わせている。 

人事制度については、新たな人事制度の運用を始めている。また、人事計

画については、各部署の事業計画も踏まえ、法人本部を中心に校長も参加し

た会議にて決定している。 

情報システムについては、職員すべてが専用のパソコンを持ち、学内 LAN

を構築しグループウェアの活用も含め、情報の共有や効率化を図っている。 

本校の設置法人である森ノ宮医療学園が、平成 26年度から平成 30 年度ま

での運営指針となる第１期中期経営計画(以下「中期計画」という。)を策定

した。 

この中期計画については、学園全体のみならず、大学や専門学校等それぞ

れの中期目標を定め、各部署に対しては、現状や環境分析を通じ、問題点や

課題を抽出させ、中期計画に付随する中核施策を策定させている。 

平成 26 年度からの 5 ヵ年については、PDCA サイクルが機能的に回せるよ

うに事業計画策定の際、この中核施策とリンクした事業について明記させ、

進捗状況や実施状況について点検・評価できるような事業計画書としてい

る。 

点検・評価については、自部署でのチェックの他、計画実施年度途中の 5

月に、複数の理事者と各部署の責任者による活動成果報告会を開催し、必要

であれば目標値の変更や方針等の転換を行えるようにしている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 葉山 直史 
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2-4 （1/2） 

2-4 運営方針は定められているか 

 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-4-1 学校の目的、目標

に基づき、学校運営方

針は明確に定められて

いるか 

平成26年度から平成30年度

までの5ヵ年にわたる中期計画

を学校の運営指針とする。年度

ごとの運営方針については、中

期計画の中核施策を盛り込ん

だ部署ごとの事業方針及び事

業計画と予算について、毎年複

数の理事者によるヒアリング

等を交え決定し、理事会の承認

を得る。 

中期計画に基づき、毎年度策

定される事業計画と予算は、理

事者によるヒアリング等を通じ

て、学校全体の運営方針として

決定し、理事会の承認を受けて

いる。事業計画書に記載のない

事業についても、理事会にて協

議を行い、学校の目的・目標と乖

離がないか精査している。 

例年、事業計画につい

ては、前年度の 12 月から

1月に決定しているが、実

行年度の 5 月に事業計画

の確認および必要に応じ

修正のための教育成果報

告会を開き、計画の変更

等について議論し決定し

ている。 

森ノ宮医療学園中期経営計画 

事業計画書 

2-4-2 学校運営方針は

教職員に明示され、伝

わっているか 

理事会及び評議員会で決議

された運営方針ならび議決事

項等については、管理者会議に

て、フィードバック後、管理職

が一般職員に周知するほか、学

園のグループウェアである

（desknet`sNEO）を活用し、全

体に周知している。 

学校全体の運営方針は、教職

共同の管理者会議や学園のグル

ープウェア（desknet`sNEO）を活

用して周知している。また、学科

においては職員会議、学科ミー

ティングなどを開催し、情報の

共有を図っている。 

 理事会等で決定した方

針や変更について、管理

者会議開催まで期間があ

るときは、desknet`sNEO

を活用しているが、周知

を徹底するには全体ミー

ティング等が必要となっ

ている。 

職員会議議事録 
管理者会議議事録 
学科ミーティング議事録 
desknet`sNEO システム 

2-4-3 学校運営方針を

基に、各種諸規定が整

備されているか 

学校が必要とする規程の整

備を行う。既に定められている

規程についても、部署ごとある

いは管理者会議を通じ、必要に

応じて常時見直しを行う。 

寄附行為、就業規則、学則等、

その他学園諸規程については整

備のうえ、法人本部により管理

されている。また、規程の制定ル

ールについても整備を行い改定

や制定を行っている。 

規程については、新た

に必要となる規程や制定

年度から長年経過してい

る規程が併存するため、

年度末に内容の重複等、

整合性について検証を進

め、順次改定を進めてい

る。 

森ノ宮医療学園規程集 
規程集 
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2-4 （2/2） 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
平成 26 年度から平成 30 年度までの 5 ヵ年にわたる中期計画を学校の運

営指針とする。よって毎年度策定していた事業計画については平成 26 年度
から中期計画の中核施策が盛り込まれている。この事業計画によって年度ご
との学校運営方針が定められ、理事会によって承認される。学校運営方針の
校内への周知については常に会議や連絡を行い、全教職員が共有できるよう
に努めている。諸規程についても規程集という形で全教職員が常に閲覧でき
る状態であり、制定、改定があった場合は、グループウェア等を通じ、直ち
に周知している。 

本校の設置法人である森ノ宮医療学園が、平成 26年度から平成 30 年度ま

での運営指針となる中期計画を策定している。なお、この中期計画の内容に

ついては、Web にて概要を公開している。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 葉山 直史 
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2-5 （1/1） 

2-5 事業計画は定められているか 

 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-5-4 学校の目的、目標

を達成するための事業

計画が定められている

か 

中期経営計画に基づき、年度

ごとの中核施策とリンクした

詳細な事業計画を各部署で策

定し、常任理事者による事業計

画及び予算ヒアリングを実施

し、計画の修正及び変更が必要

な際は指示する。最終の事業計

画については、理事会及び評議

員会にて承認を得る。 

中期計画で定めた各部署での

中核施策を盛り込んだ事業計画

を各部署で策定し、理事会にて

承認を受けている。また、5月に

は活動成果報告会を実施し、計

画の進捗状況の確認を行い、次

年度の事業計画策定の精度を上

げている。 

中期計画については、

目標設定の修正や追加が

必要となり、教育成果報

告会の結果を踏まえ、平

成 29 年度中も若干の修

正を行った。今後は、中期

計画や年度ごとの事業計

画についても PDCA サイ

クルが回るように検証を

重ねる必要がある。 

森ノ宮医療学園中期経営計画 

平成 29 年度事業計画書 

 

2-5-5 学校は事業計画

に沿って運営されてい

るか 

事業計画に基づいた学校運

営を行い、中核施策について

は、進捗状況の点検を行う。 

年度末の事業報告書の作成に

より、事業計画通りの学校運営

が行われたかについては、活動

成果報告会や次年度の事業計画

立案時に点検及び確認してい

る。 

 平成 29 年度について

も、年度末の事業報告書

の作成に加え、活動成果

報告会を開催し、各部門

から計画の執行状況につ

いて聴取した。 

事業計画書 

事業報告書 

 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

毎年、事業計画書ならびに事業報告書を作成している。事業計画書および

事業報告書は理事会にて精査され、学校の目的、目標に合致しているかが検

証されている。また、中期計画を策定し、目標達成のための中核施策および

事業計画の執行状況については、事業報告書作成に加え、各部署の活動成果

報告会を開催し、次年度の事業計画の立案について、精度を上げる努力をし

ている。 

平成 26 年度からの 5 カ年計画である中期計画を策定し、目標達成のため

の中核施策を定め、各部署の事業計画に盛り込むようにした。また、活動成

果報告会等を通じ、目標値の変更や方針の転換等を行えるようにしている。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 葉山 直史 
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2-6 （1/1） 

2-6 運営組織や意思決定機能は、効率的なものになっているか 

 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-6-6 運営組織図はあ

るか 
本校の設置法人である森ノ

宮医療学園組織規程を定めた

うえで、運営組織図として明確

化する。 

学校法人森ノ宮医療学園組織

規程において定めたものを組織

図にまとめており、組織構成に

ついては毎年見直しを行ってい

る。 

学園組織図については

大学 Web ページにて公表

しているが、本校 Web ペ

ージには掲載できていな

い。 

森ノ宮医療学園組織規程 

2-6-7 運営組織や意思

決定機能は、学校の目

的、目標を達成するた

めの効率的なものにな

っているか 

組織規程および運営組織図

に基づき、管理者会議等を経て

速やかな意思決定と効率的な

運営を目指す。 

組織規程および組織図に基づ

く指示命令系統に則った業務命

令および報告の実施を行ってい

る。 

 森ノ宮医療学園組織規程 
管理者会議議事録 

2-6-8 組織の構成員そ

れぞれの職務分掌と責

任が明確になっている

か 

業務分掌規程により、各部署

の業務分掌と責任体制を明確

化する。 

業務分掌規程に則り、各部署

の業務の責任範囲と分担を明確

に定めている。 

業務分掌と責任は明確

であるが、一方でさらな

る効率化の観点から意志

決定手続の簡素化につい

ても検討を行いたい。 

業務分掌規程 

 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

組織規程により運営組織を明確化し、組織ごとの業務分掌については業務

分掌規定によって定められている。これらにより、円滑な組織運営を実施し

ており、組織改編があった場合でも対応できるようにしている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 葉山 直史 
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2-7 （1/2） 

2-7 人事や賃金での処遇に関する制度は整備されているか 

 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-7-9 学校運営に必要

な人材の確保と育成が

行われているか 

関係法令の遵守による教職

員数の確保および配置を基礎

として、学校運営の状況を加味

し、人員の確保や配置を行う。

また、学内外での研修により育

成を行う。 

学校運営状況、関係法令や業

務分掌に基づき人材を配置して

いる。人材の育成については、既

存の講習タイプの外部研修参加

を基本として、新たに通信研修

を取り入れ、各部署にて必要な

スキルを修得している。教員は

東洋療法学校協会および柔道整

復学校協会の教員研修会にも参

加している。 

 人材育成については、

各部署での OJT に頼ると

ころが多く、上司のスキ

ルに問題があれば機能し

なくなることから、外部

研修や通信研修を取り入

れたが、時間的な制約の

問題が浮上している。教

員の採用については、必

要資格の要件があるな

ど、人材確保が容易では

ない面もある。 

業務分掌規程 
研修報告書 

2-7-10 人事考課制度は

整備されているか 
明文化された人事考課制度

により、客観的かつ公平的な人

事考課を実施する。 

新たな人事考課制度の運用を

部分的に開始し、各部署にて個

人の目標設定ならびに評価を行

った。さらにこのデータを集積

して次年度に反映し、全面的運

用を開始する予定。 

新たな人事制度が定着

し、機能するよう整備を

進めたい。 

森ノ宮医療学園人事考課規程 

2-7-11 昇進・昇格制度

は整備されているか 
明文化された人事考課制度

ならびに就業規程により、昇

進・昇格についても客観的かつ

公平的に実施する。 

新たな人事制度による目標設

定や評価に加え、多方面からの

評価等も踏まえ、昇進・昇格につ

いて検討する。 

 新たな人事制度が定着

し、機能するよう整備を

進めたい。 

森ノ宮医療学園人事考課規程 

森ノ宮医療学園就業規程 

2-7-12 賃金制度は整備

されているか 
明文化された賃金制度によ

り、客観的かつ公平的に賃金を

支払う。 

森ノ宮医療学園専門学校賃金

規程を定め、新たな人事制度に

より、見直しを行う。 

新たな人事制度が、定

着し機能するよう慎重に

運用、整備を進める。 

賃金規程 
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2-7 （2/2） 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-7-13 採用制度は整備

されているか 
あらかじめ定められた採用

基準に基づき、中長期的視野か

ら人事採用を行う。 

採用にあたっては、本校 Web ペ

ージ等により学外に広く募集を

行い、書類選考や面接などによ

り採用している。 

教職員の採用制度につ

いての直接的な規程の整

備について検討する必要

がある。 

 

2-7-14 教職員の増減に

関する情報を明確に把

握しているか 

学園全体の教職員の増減に

ついては法人本部において把

握する。 

採用、人事に関しては全ての

情報を法人本部の担当部署に集

約し、管理している。また、教職

員の増減等については毎年の事

業報告書において広く公表して

いる。 

 事業報告書 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

人事および賃金に関する規程は森ノ宮医療学園人事考課規程、森ノ宮医療

学園賃金規程および森ノ宮医療学園就業規程などを定め整備しており、それ

らに基づき必要に応じ人材を採用している。人事考課制度については整備が

完了し、平成 29 年度の部分的な運用を経て、平成 30 年度以降の全面運用

を予定している。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 葉山 直史 
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2-8 （1/2） 

2-8 意思決定システムは確立されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-8-15 意思決定システ

ムは確立されているか 
学校法人森ノ宮医療学園寄

附行為に基づき、理事会を中心

とした意思決定システムを構

築する。定期的に開催される理

事会、評議員会、管理者会議に

おいて、学校運営や教育関係に

おける意思決定を行う。 

定期的に開催される理事会、

評議員会、管理者会議において

学校運営に係わる事項を決定し

ている。特に学校の管理運営上

重要な事項に対しては管理者会

議等にて審議、決定するが、法人

も含めた意志決定が必要な事案

については、大学、専門学校の各

部門において、常任理事者によ

る会議を開催し、理事会等に上

申している。 

管理者会議で決定できな

い案件については、常任

理事者による会議を開催

し、ある程度方向性を定

め、理事会等に上申して

いるが、この会議と理事

会の位置づけについて、

今一度周知が必要と思わ

れる。 

理事会議事録 
評議員会議事録 
管理者会議議事録 
 

2-8-16 意思決定プロセ

スのポイントとなる仕

組み(会議等)が制度化

されているか 

学校法人森ノ宮医療学園寄

附行為に基づき、理事会、評議

員会等を開催する。管理者会議

については、規程に基づき定期

的に開催する。 

理事会および評議員会につい

ては寄附行為により制度化さ

れ、管理者会議については規程

により制度化されている。 

校内の意思決定システ

ムである一部の会議につ

いては規程による制度化

は達成されていない。 

森ノ宮医療学園寄附行為 
管理者会議規程 

2-8-17 意思決定の階

層・権限等は明確か 
学校法人森ノ宮医療学園組

織規程、業務分掌規程および決

裁規程等に基づき、業務・案件

について速やかなる決裁を行

う。 

組織規程により意思決定の階

層・権限を明確にしている。学校

管理上重要な事項については、

管理者会議等で審議し、理事会

で最終決定している。また、事業

計画に基づく起案については、

決裁規程等により、管理職から

理事長まで順次決裁することに

より意思決定を行っている。 

意思決定システムの簡

素化も必要と考えてお

り、各部署の業務分掌に

従った意思決定について

は、所属長の権限範囲を

広げる必要がある。 

森ノ宮医療学園組織規程 
森ノ宮医療学園業務分掌規程 
森ノ宮医療学園決裁規程 
管理者会議規程 
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2-8 （2/2） 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

理事会、評議員会、管理者会議、常任理事者による会議、学科長による会

議などを定期的に開催し、意思決定を行っている。事業計画に基づく事案に

ついては、決裁規程等により、管理職から理事長まで順次決裁することによ

り意思決定を図っている。ただし、常置でありながら規程化に至っていない

会議については整備が必要である。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 葉山 直史 
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2-9 （1/1） 

2-9 情報システム化等による業務の効率化が図られているか 

 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

2-9-18 業務効率化を図

る情報システム化がな

されているか 

情報システムについては教

職員すべてが専用のパソコン

を持ち、学園内 LAN やグループ

ウェア等の情報システムを導

入し、業務の迅速化、効率化を

図る。 

学園内のグループウェアであ

る desknet`sNEO を活用し、専門

学校のみならず森ノ宮医療大学

の教職員との情報の共有、業務

効率化が達成できている。とく

に情報の周知については多大な

効果を上げていると言える。 

さらなるスピードアップを

図るため、電子決裁システム等

の導入、活用も検討する。今後

も、組織実態に合致したソフト

ウェアを模索していく。 

desknet`sNEO システム 

 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

情報システムについては職員すべてが専用のパソコンを持ち、学園内 LAN

の構築やグループウェア等の情報システムの導入により、情報の共有や業務

の効率化を図っている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 葉山 直史 
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基準３ 教育活動（鍼灸学科） 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
全体目標と各学科の目標を定め教育活動を行っている。 

本校は「あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゆう師に関する法律施行令」

および「あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゆう師に係る学校養成施設

認定規則」（以下「認定規則」とする）に基づき教育活動を行っている。 

カリキュラムについては、認定規則で規定されている教育内容以上の単位

数を取得させると共に本校独自の認定規則外単位を設け、常に業界をリード

する教育レベルを確保するよう運営している。 

教育活動状況については、カリキュラムに基づき、シラバスを作成するこ

とで学生の到達目標の明示化や単位認定の明確化などを図り、成績評価の客

観性の確保等、常に到達レベルを見直し、位置づけを明確にしている。 

授業評価については、各学年次の科目終了前に実施している学生による授

業アンケートを中心に各教員にフィードバックし、教育内容の向上を図って

いる。 

はり師・きゅう師資格取得を大きな目標として教育を行っているが、平成

29 年度は、国家試験合格率は例年よりは低かったが、平成 28 年度よりはや

や上昇した。 

 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 
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3-10 （1/1） 

3-10 各学科の教育目標、育成人材像は、その学科に対応する業界の人材ニーズに向けて正しく方向付けられているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-10-1 各学科の教育目

標、育成人材像は、そ

の学科に対応する業界

の人材ニーズに向けて

正しく方向付けられて

いるか 

業界のニーズは、幅広く、か

つ即戦力となる人材にあるた

め、基本的な知識・技能を中心

に充実させるよう努力し、就職

先からも一定の評価を受ける

よう努める。 

各療法の疾患に対する適・不

適はもちろんのこと鑑別、実技

能力を確保する授業構成をして

いる。高レベルの応用力につい

ては授業時間外の実技ゼミ等に

よっても身に付けることができ

る。また、業界団体代表者等と連

携し、教育内容についても常に

最新の業界のニーズに答えられ

るよう、できる限り見直しを行

っている。 

今までと比べ、業界の

ニーズが多様化してい

る。鍼灸整骨院での自費

診療も徐々に増加してお

り、より鍼灸での治療力

が求められる様になって

いる。 

教育課程編成委員会議事録 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

業界のニーズは非常に幅広く、求められる人材も多種多様である。また、

卒後は、直ちに患者の治療に当たることができるよう、基本的な知識・技能

の修得に力を入れている。加えて、可能な限り応用力をも養うべく、毎日授

業時間外に実技ゼミや、特別ゼミを開催している。 

今までと比べ、業界のニーズが多様化している。鍼灸整骨院での自費診療

も徐々に増加しており、より鍼灸での治療力が求められる様になっており、

就業現場での即戦力が求められるようになっており、当校での教育内容の見

直しを行っている。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 
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3-11 （1/1） 

3-11 修業年限に対応した教育到達レベルは明確にされているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-11-2 各学科の教育

目標、育成人材像を達

成する知識、技術、人

間性等は、業界が求め

るレベルに適合してい

るか、また、レベルに

到達することが可能な

修業年限となっている

か 

業界団体代表者等と連携を

図ることにより業界のニーズ

レベルを把握し、近づけるよう

努める。到達レベルについて

は、シラバス等で明記する。 
修業年限については認定規

則に定められているが、それに

ふさわしい教育内容の充実に

努める。 

業界団体代表者等と定期的に

協議を行い、業界が求めるレベ

ルの把握に努め、教育内容の見

直しを行っている。学生に求め

る到達レベルについてはシラバ

ス等で事前に公表している。 

平成30年度からのカリ

キュラム変更に合わせ

て、平成 28 年度から一部

カリキュラム変更を行

い、さらなるレベルアッ

プを図るようにしてき

た。平成 30 年度の新カリ

キュラムではさらなる充

実を図っている。 

シラバス 

教育課程編成委員会議事録 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

業界の求めるレベルについては常に把握するよう努めてはいるが、3年と

いう教育期間の中で就業に必要な知識、技術のすべてを教授することは困難

と考えているので、重要な分野を明確にしたうえで、各科目のシラバスにお

いて、学習目標（一般目標・行動目標）を掲げ、授業内容について、到達目

標、知識、技能の標準、評価の基準を明示し、学生に公表している。 

鍼灸治療は、画一的な治療法を実践するものではなく、さまざまな治療法

や患者ごとの疾患に応じての施術が存在するのが現状である。したがって患

者や業界のニーズそのものが多岐にわたり、結果的に学生の学習動機や目標

も幅広くなっている状況にある。その中で、到達目標を一点に絞り込むので

はなく、さまざまな治療法を紹介することが肝要である。しかし、卒業時に

鍼灸治療が行うことができるという自信をもってもらうことも重要であり、

本校としては、まずは「安心・安全な鍼灸治療が行える」ことを一つの目標

として初年次から意識的に取り組んでいる。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 
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3-12 （1/2） 

3-12 カリキュラムは体系的に編成されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-12-3 学科のカリキ

ュラムは、目標達成に

向け十分な内容でかつ

体系的に編成されてい

るか 

基本的なカリキュラムは認

定規則に基づき編成している

が、加えて実技実践力や応用力

の部分でさらなる吟味を行う。 

鍼灸の東洋医学では、経絡、中

医学など考え方が画一的でな

く、一通り教授するようにして

いる。また、人間性や応用力を養

うため、認定規則外単位を設け

ている。 

教科間で意思の疎通が

十分ではないところを補

うために、各教科に対し

て、担当に一任していた

が、教科間の意志の疎通

を図り、授業進度の調整

を行い、体系的に編成を

行う。 

あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゆう師

に係る学校養成施設認定規則 

シラバス 

 

3-12-4 カリキュラム

の内容について、業界

など外部者の意見を反

映しているか 

積極的に業界や他施設の教

員との意見交換を行い、教育内

容に反映していく。 

教育課程編成委員会、東洋療

法学校協会の教員研修会や教育

部会、教科担当者間での意見交

換などを行っている。また、年 4

回程度開催の会議において鍼灸

師である兼任教員から現場の意

見を頂戴している。 

さらに東洋療法学校協

会加盟校や大学との意見

交換を行い、さらなるカ

リキュラムの錬成に努め

ていきたい。 

東洋療法学校協会教員研修会 

東洋療法学校協会教育部会 

教育課程編成委員会議事録 

3-12-5 カリキュラム

を編成する体制は明確

になっているか 

学科長を中心に作成したカ

リキュラム案を、学科全教員で

協議する。 

 

教員間でのカリキュラム作成

に関する知識の共有を行ってい

る。将来は全ての教員が同一レ

ベルの知識を得るようにした

い。 

今後は、教員全員に周

知徹底し、明確な体制を

維持したい。 

学則 

シラバス 

 

3-12-6 カリキュラム

を定期的に見直してい

るか 

認定規則で定められたカリ

キュラムは堅持しつつ、業界の

意見もできる限り取り入れて

いく。 

鍼灸治療や広く医療に係る状

況等の変化と新たな知見によ

り、変化した部分や不都合が生

じた場合、臨機応変な学則改定

を関係所轄庁と相談の上行い、

カリキュラムを定期的に見直し

ている。 

さらに、状況を判断し、

見直しの必要な部分を検

討できるような体制の維

持に努める。平成 30 年度

からの新カリキュラムに

合わせた態勢作りを行っ

ている。 

学則 

シラバス 

教育課程編成委員会議事録 
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3-12 （2/2） 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育内容の多くは、「認定規則」により規定される部分が多く、体系的に

編成するには教育期間も鑑みると十分とは言えない。その中でも可能な限り

体系的に編成するよう努力をし、より効率的なカリキュラムの構築を目指

し、平成 30 年度からの新カリキュラムに合わせて、学内外から意見を求め

て、より卒業時に知識・技術を修得できるカリキュラムとしていきたい。 

 前述のように、教育内容は認定規則に規定された内容以上になっている。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 
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3-13 （1/1） 

3-13 学科の各科目は、カリキュラムの中で適正な位置付けをされているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-13-7 学科の各科目

は、カリキュラムの中

で適正な位置付けをさ

れているか 

適正な位置付けを目標とし

ている。 
3 年間という限られた期間の

中で、より効率的なカリキュラ

ムとなるべく科目の配置、内容

は常に見直しを行っている。鍼

灸学科ではシラバスを作成して

おり、シラバスの概観により、科

目の位置付けを俯瞰的に確認し

ている。 

 

平成 30 年度カリキュ

ラム変更にあわせ、現状

では教科間での連携がみ

られないところがあった

が、教科間連携をとれる

ようにカリキュラムの見

直しを行っている。 
 

シラバス 

教育課程編成委員会議事録 

3-13-8 各科目の指導内

容、方法等を示したシ

ラバスが作成されてい

るか 

シラバスには到達目標、成績

評価基準を明記することとし

ている。 

鍼灸学科では毎年度シラバス

を作成している。 
今後はシラバスの内容

の吟味が必要と認識し、

改善の方向で進めてい

る。 

シラバス 

 

3-13-9 各科目の一コマ

の授業について、その

授業シラバスが作成さ

れているか 

全科目、全授業についてシラ

バスを作成する。 
講義・実技・演習関係につい

て、シラバスに則り授業が執り

行われている。 

全科目でシラバスを作

成しているが、授業ごと

のシラバス作成までは徹

底できていない。 

シラバス 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

シラバスは授業の重要な柱と考え、鍼灸学科においては科目ごとのシラバ

スの作成を行っている。今後も内容の精査等について積極的な取り組みを行

っていきたい。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 
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3-14 （1/1） 

3-14 キャリア教育の視点に立ったカリュキュラムや教育方法などが実施されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-14-10 キャリア教育

が行われているか 
本校においては教育課程全

体が職業教育となっており、そ

の中において、教員が正しくキ

ャリア教育を理解し実現する

ことを目標とする。 

国家試験合格のみを目標とす

るのではなく、合格後を見据え

た教育を行っており、出来る限

り現役の鍼灸師と接する機会を

設けている。 

国家試験不合格の学生

に対する指導が重要と考

える。また、1 年次より、

成績不良者に対しては、早

期より取組を行い、国家試

験合格は通過点となるよ

うに取り組んでいる。 

 

3-14-11 キャリア教育

の実効性は検証されて

いるか 

国家試験合格率が一つの指

標であるが、卒業後の進路につ

いても把握していく。 

 在校生、卒業生ともに希望者

への就職指導、就職支援は行え

ている。 

 卒業生の進路について

は把握しきれていない。今

後、定期的な調査を行うこ

とも検討したい。 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校は鍼灸師養成校であることから、課程そのものが職業教育と言え、一

定の成果が見受けられるが、一方で卒業生がすべて業界で就職しているかど

うかの確認が出来ておらず、キャリア教育については十分ではないとの認識

がある。さらに卒業生の進路についてもフォローしていく必要がある。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 
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3-15 （1/1） 

3-15 授業評価の実施･評価体制はあるか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-15-12 学生による授

業評価を実施してい

るか 

各学年次の科目終了ごとに

5 件法と自由記述による授業

評価アンケートを実施する。 

各学年次の科目終了前の授業

時間中に授業評価アンケートを

行っており、回収率は 90%以上あ

る。現在、教員に対しての結果の

フィードバックおよび教員から

のリフレクションペーパーの提

出までは実施できている。 

教員からのリフレクシ

ョンも含めた学生へのフ

ィードバック方法につい

て、今後検討を重ねたい。 

授業評価アンケート 

出題の意図と結果ならびに授

業アンケート結果について 

3-15-13 授業内容の設

計や教授法等の現状

について、その適否に

つき学科や学校とし

て把握・評価する体制

があるか 

アンケート結果について、各

担当者にフィードバックする

とともに学科においても授業

改善の検討材料とする。 

各担当教員には、学生からの

授業評価の集計一覧を手渡し、

参考にしてもらっているが、学

科としての評価は行っていな

い。 

一部の教員は積極的に現状を

把握し、学生からの評価を活用

している。 

学科としての評価基準

やフィードバックの仕方

については、今後検討が必

要。 

また、教職員による公開

授業を実施することによ

り、授業内容等の検討を実

施している。 

授業評価アンケート 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

授業改善や教職員の資質の向上を図るため、授業評価の実施・評価体制は

重要と考えている。 
評価体制としては、学生による授業評価アンケートのみではなく、今後は

教職員間での公開授業などを通して、それぞれの専門性の相互理解や有効的

な授業評価を行っていく予定である。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 
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3-16 （1/3） 

3-16 育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確保しているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-16-14 学科の育成目

標に向け授業を行うこ

とができる要件（専門

性・人間性・教授力・必

要資格等）を備えた教

員を確保しているか 

教授資格等、各要件を満たし

ている教員を採用し、教育力充

実を目指し、育成していく。 

幅広く多様な人材を採用する

ために、教員の公募を行い、応募

者の履歴書等の確認、面接、実技

試験を実施して、採用決定して

いる。採用後は、新人教員研修等

や学内外において FDを実践して

いる。 

10年後を担う若手教員

の育成を行うべく、体制

づくりを行っている。臨

床力を備えた教員を育成

するために、臨床研修を

受け入れていただける鍼

灸院で若手教員の研修を

行っている。 

教員資格保有の証票類等 

 

3-16-15 教員の専門性

レベルは、業界レベル

に十分対応しているか 

実際の臨床現場で活躍して

いる教員を採用し、業界レベル

に対応する。 

臨床に携わっている教員の採

用および臨床の継続を推奨して

いる。 

教育力と臨床力とは必

ずしも一致する訳ではな

く、教員の人材確保には

苦慮している。若手教員

が臨床を経験できる場の

調整を行っている。 

 

3-16-16 教員の専門性

を適宜把握し、評価し

ているか 

教員の専門性の把握を行い、

適切な教科を担当させる。 

教員採用時の面接等で専門性

は把握している。 

教員間での評価は専門

性からも難しい。教員に

対する評価委員会等の設

置が必要。 

 

3-16-17 教員の専門性

を向上させる研修を行

っているか 

専門性について深め、個人研

究および関連学会等の参加に

ついて、学校として奨励する。 

各教員に対し、個人学術費を

設けている。研究計画の内容に

より個人学術費の中から、支給

している。 

学校内での専門性を高

める研修は難しく、積極

的に外部施術所や大学医

学部・歯学部との連携が

必要となる。 

個人学術計画書 

個人学術報告書 
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3-16 （2/3） 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-16-18 教員の教授力

(インストラクション

スキル)を適宜把握し、

評価しているか 

基礎的な教授力は極めて重

要であり、適宜把握したうえ

で、不断のインストラクション

スキル向上を目指す。 

授業評価アンケートにより各

教員の教授力を把握している

が、組織として評価委員会等は

設置していない。 

教員に対する評価委員

会等の設置が必要と思わ

れる。 

授業評価アンケート 

3-16-19 教員の教授力

(インストラクション

スキル)を向上させる

研修を行っているか 

学内外の研修へ参加しやす

い体制を整え、教授力向上を促

す。 

初任時は、担当科目について

模擬授業等を行わせ、問題点を

指摘し育成を行っている。東洋

療法学校協会主催の教員研修会

への参加により教授力の向上を

図っている。平成 27 年度より、

教職員による、専任教員の授業

見学会を実施し、第 3者からの授

業に対する評価を受けている。 

また、外部講師を招き、教授法

の研修を行っている。 

初任時のみ行っている

模擬授業等について、教

授科目が 2 年目、3 年目

となっても実施する必要

がある。 

東洋療法学校協会教員研修会抄

録 

3-16-20 教員間(非常勤

講師も含めて)で適切

に協業しているか 

定期的に会議等により意見

交換を行い、授業内容の改善や

教授力の向上を図る。 

専任教員間では定期的にミー

ティングを行っている。 

学期ごとに非常勤講師も参加

する会議を開催し、現状認識、意

見交換、改善策等を話し合い実

行している。 

その他の教科について

も、会議等の開催が必要

と思われる。 

定例会議議事録 

実技担当者会議議事録 

3-16-21 非常勤講師間

で適切に協業している

か 

密接なコミュニケーション

により、一層の教育効果を得

る。 

共同で科目を担当している場

合など必要に応じ兼任教員間で

のコミュニケーションは行えて

いる。実技担当者会議も兼任教

員間の協業のための重要な場と

なっている。授業報告書等の提

出までは求めていない。 

将来においては授業報

告書の作成を義務づけ、

それを元に会議等の開催

が必要と思われる。 

実技担当者会議議事録 
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3-16 （3/3） 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-16-22 非常勤講師の

採用基準は明確か 
教員資格、適性等を勘案し採

用する。 
採用時に履歴書の他、面接、模

擬授業等を実施して判断してい

る。 

他校卒業生の採用をし

ていくためには人間性や

学力、教授能力等をはか

ることができる採用方法

の検討が必要であると考

えられる。 

教員資格保有の証票類等 
 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校は、臨床の第一線にいた鍼灸師により創設された経緯がある。本校の

精神的支柱となってきた建学の精神「臨床に優れ、かつ豊かな人間性に裏打

ちされた医療人を育成する」に基づき、教育に携わる教員については、臨床

経験豊富な人材をそろえ、また育成を図っている。また、専任教員について

も臨床現場に積極的にでることにより建学の精神に基づいた教育の実践が

行えるような環境作りを行っている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 
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3-17 （1/1） 

3-17 成績評価・単位認定の基準は明確になっているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-17-23 成績評価・単

位認定の基準は明確に

なっているか 

成績評価・単位認定の基準に

ついて明確にし、事前に学生に

提示する。 

筆記試験・実技試験により成

績評価を行っている。一定の評

価以上を獲得し、規定の出席数

を満たしている者が単位を認定

される。 

一部の科目によって

は、コースごとの担当教

員の違いにより試験難易

度にばらつきが見られる

ため、試験選考委員会を

立ち上げるなど成績評価

基準や単位認定要件の吟

味が必要と思われる。 

教務規程 

学生手帳 

3-17-24 他の高等教育

機関との間の単位互換

に関する明確な基準が

あるか 

単位互換については、認定規

則に則り行う。 
認定規則および本校学則に則

り単位互換を実施している。 
本校学則により、必要

であれば、試験等により

評価した上で単位互換を

実施しているが、今後試

験を課すか検討が必要と

思われる。 

学則 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

成績評価・単位認定については、本校で規定した内容で行っている。単位

互換については、認定規則に則り行っている。 
 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 

 



29 

3-18 （1/1） 

3-18 資格取得の指導体制はあるか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-18-25 目標とする資

格はカリキュラムの上

で明確に定められてい

るか 

認定規則により、カリキュラ

ムの内容が規定されている。本

校においてはカリキュラムそ

のものが資格取得のためのも

のとなっている。 

本校カリキュラムは、認定規

則に規定された内容以上の単位

数となっており、加えて、実技・

実習をより多く取り入れてい

る。 

平成 30 年度カリキュ

ラムにおいて本校が特に

力を入れている科目の時

間数の充実を行ってい

る。今後も検討を重ねて

いく。 

学則 

3-18-26 目標とする資

格の取得をサポートで

きる教育内容になって

いるか 

認定規則に則り、国家資格取

得のための授業内容とする。 

3 年次の 9月以降については、

国試対策ばかりでなく、応用力

を高めるため、国家試験科目以

外の教科を配置している。 

より効率的な科目配置

について検討が必要と思

われる。 

シラバス 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

最終目標は、国家試験合格であり、それに対する授業も行いつつ、学力不

足の学生に対しては、課題提出や補講と言ったかたちでサポートをしてい

る。また、すべての学生を対象とした基礎医学ゼミを 1 年次より実施し、基

礎医学を自ら復習できる環境作りを行っている。卒業後も国家試験不合格者

に対しては聴講制度による指導を行っている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 松下 美穂 
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基準３ 教育活動（柔道整復学科） 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
本校は「柔道整復師法施行令」および「柔道整復師学校養成施設指定規則」

（以下「指定規則」）に基づき教育活動を行っている。また本学の基本理念

と専門学校のミッションを元に、学科の方向性を位置づけるミッション“私

たちは確かな専門性と豊かな人間性を築き、責任と誇りをもって患者の前に

立てる柔道整復師を育てます”と、行動指針を学科内での話し合いにより策

定した。それを共有することで、教育だけでなく学生対応の観点も含め、よ

り統一性をもって行動することが可能となった。 
カリキュラムについては、指定規則で規定されている教育内容の単位数以

上の単位を取得させるとともに、本校独自の指定規則外単位を設け、更に業

界をリードする教育レベルを確保すべく、次年度への新カリキュラムの導入

を進めている。 
 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 
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3-10 （1/1） 

3-10 各学科の教育目標、育成人材像は、その学科に対応する業界の人材ニーズに向けて正しく方向付けられているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-10-1 各学科の教育目

標、育成人材像は、そ

の学科に対応する業界

の人材ニーズに向けて

正しく方向付けられて

いるか 

業界のニーズは幅広いが、外

傷に対して適切な対応ができ

るよう、基本的な知識・技術を

習得させるよう努め、就職先か

らも一定以上の評価を受ける

よう努める。 

各外傷・疾患に対する初期対

応や鑑別はもちろんのこと、そ

の後の処置が行える実技能力

を、授業（専門科目、実技）、臨

床実習およびクリニック実習を

通じて確実に身につけることが

できる構成にしている。また、業

界団体代表者等と連携し、業界

のニーズの変化に応えられるよ

う、教育内容について常に見直

しを行っている。 

柔道整復師の本分であ

る外傷に対して適切な対

応ができるよう、基本的

な知識・技術の習得に努

めつつ、業界団体代表者

からの意見も聞きながら

そのニーズにも対応すべ

く、引き続き教育内容の

妥当性について検討をし

ていきたい。 

教育課程編成委員会議事録 

 
 
 
 
 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
業界のニーズは幅広く、しかも即戦力として求められることが多い。その

ため様々な要望に出来るだけ早く応えられるように、普遍的、基本的な知識・

技能の修得に力を入れ、可能な限り応用力を養わせるよう、授業・実技・実

習を工夫している。 

現状、業界のニーズの大半は、外傷の治療、後療ではなくマッサージなど

の手技が中心になっているが、本校では柔道整復師の本分である外傷の施術

に加え、運動器疾患の鑑別についての教育に力を入れている。これらの「臨

床現場での基礎力」を身につけさせていることで、業界からは一定の評価を

受けている。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 
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3-11 （1/1） 

3-11 修業年限に対応した教育到達レベルは明確にされているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-11-2 各学科の教育目

標、育成人材像を達成

する知識、技術、人間

性等は、業界が求める

レベルに適合している

か、また、レベルに到

達することが可能な修

業年限となっているか 

到達レベルについては、授業

時やシラバス等で明記する。 

修業年限については指定規

則に定められているが、それに

ふさわしい教育内容の充実に

努める。更に業界団体代表者等

と連携を図ることにより業界

のニーズを把握し、求められて

いるレベルの向上に努める。 

学生に求める到達レベルにつ

いては各授業開始時の担当講師

による授業オリエンテーション

や、シラバス等で事前に公表し

ている。また業界団体代表者等

と定期的に協議し、業界から求

められるレベルの把握を行い、

随時教育到達レベルについて検

討を行っている。 

業界の現状や今後起こ

るであろう変化を見据え

ると、業界のニーズに応

えることはもちろん、業

界をリードする人材を輩

出できるような教育をさ

らに進めたい。 

シラバス 

教育課程編成委員会議事録 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

業界の求めるレベルについては常に把握するよう努めているが、3 年間と

いう教育期間の中で就業に必要な知識、技術のすべてを教授することは困難

である。そこで重要な分野を明確にし、授業オリエンテーションや授業毎の

内容について、到達すべき目標・知識・技能を明らかにしている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 
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3-12 （1/2） 

3-12 カリキュラムは体系的に編成されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-12-3 学科のカリキュ

ラムは、目標達成に向

け十分な内容でかつ体

系的に編成されている

か 

基本的なカリキュラムは指

定規則に基づき編成している

が、加えて卒業後すぐに実践出

来る力や、学生の質の変化に対

応するために、カリキュラムを

通じて学生の動機づけとなる

ものを目指す。 

指定規則で定められたカリキ

ュラムを基に、特に実技、実習の

時間を多く設けるだけでなく、

体系的に設定しており、卒業後

の実践力を見据えたカリキュラ

ムとなっている。平成 28 年度と

平成 30年度に新カリキュラムを

導入した。今後更なる教育の質

向上に努めたい。 

 柔道整復師学校養成施設指定規

則 

3-12-4 カリキュラムの

内容について、業界な

ど外部者の意見を反映

しているか 

積極的に業界や他施設の教

員との意見交換を行い、教育内

容に反映していく。 

教育課程編成委員会にて業界

で活躍されている委員と意見を

交わし、必要と判断したものに

ついては可能な限りカリキュラ

ムに反映させるようにしてい

る。また、年 3 回開催の非常勤講

師を交えた会議においても基礎

や専門科目の教員から意見を頂

戴しているほか、柔道整復学校

協会の教員研修会においても情

報交換や意見交換を積極的に行

っている。 

さらに業界関係者や柔

道整復学校協会加盟校、

大学との関係を構築し、

今まで以上に綿密な意見

交換を行い、さらなるカ

リキュラムの錬成に努め

たい。 

柔道整復学校協会教員研修会 
教育課程編成委員会議事録 

3-12-5 カリキュラムを

編成する体制は明確に

なっているか 

学科長を中心に全教員の協

議によりカリキュラムを編成

する。 

全教員参加の学科会議によ

り、議論を重ねた上でカリキュ

ラム決定を行い、各教員間にお

いてその内容周知に努めてい

る。 

 カリキュラムを編成す

る体制は明確にされてい

るものの、教員間でその

知識にばらつきがあった

が、定期的な学科会議を

重ねることで知識の統一

は概ねされている。 

学則 
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3-12 （2/2） 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-12-6 カリキュラムを

定期的に見直している

か 

業界の意見を取り入れなが

ら、科目の重要性を勘案し、科

目の単位時間、内容等を見直

す。 

施術治療や広く医療にかかる

状況等の変化と新たな知見によ

り、変化した部分や不都合が生

じた場合、臨機応変な学則改定

を関係所轄庁と相談の上行い、

カリキュラムを定期的に見直し

ている。 

引き続きカリキュラム

の内容を精査し、見直し

の必要な部分を検討でき

るような体制の維持に努

める。 

学則 
教育課程編成委員会議事録 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育内容の多くは、指定規則により規定される部分が多く、体系的に編成

するには教育期間を考慮すると十分とは言えない。その中でも可能な限り体

系的に編成するよう努める。また、平成 30 年度から始まる厚労省通達のカ

リキュラム改正も見据え、見直しが必要な部分は検討し、学生にとって教育

効果の高いカリキュラムを作成した。 

 前述のように、教育内容は指定規則に規定された内容以上になっている。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 
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3-13 （1/1） 

3-13 学科の各科目は、カリキュラムの中で適正な位置付けをされているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-13-7 学科の各科目

は、カリキュラムの中

で適正な位置付けをさ

れているか 

適正な位置付けを目標とし

ている。 
概ね適正に位置付けされてい

る。 
概ね適正に位置づけされ

ているが、今後は実施し

ている内容を更に吟味し

ていく必要がある。 

シラバス 

3-13-8 各科目の指導内

容、方法等を示したシ

ラバスが作成されてい

るか 

各科目の指導内容、方法等を

学生が学習に役立てやすいよ

う示したシラバスを作成する。 

昨年度よりスタートした新シ

ラバスを継続している。 
今後についても新たな

シラバスを基に検討を行

い、より学生の学習目標

が明確なものになるよう

必要に応じて改善してい

きたい。 

シラバス 

3-13-9 各科目の一コマ

の授業について、その

授業シラバスが作成さ

れているか 

全科目、全授業についてシラ

バスが作成されている。 
コマ毎のシラバスに則り授業

が取り行われている。 
コマシラバスが作成さ

れ、これにより学生の学

習計画（予・復習）に役立

っている。引き続きその

内容については検討して

いく。 

シラバス 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

シラバスは学生の到達目標の設定や、教員どうしの科目間連携など、授業

運営の根幹となる。今後は更に積極的な取り組みを行い、より学生の学習目

標の基盤となるよう努めたい。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 

 



36 

3-14 （1/1） 

3-14 キャリア教育の視点に立ったカリュキュラムや教育方法などが実施されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-14-10 キャリア教育

が行われているか 
本校においては教育課程全

体が職業教育となっており、そ

の中において、教員が正しくキ

ャリア教育を理解し実現する

ことを目標とする。 

国家試験合格を目標とするだ

けではなく、合格後を見据えた

教育も行っており、授業・実技・

実習・学内実施の学会など、出来

る限り現役の柔道整復師と接す

る機会を設けている。 

今後は指定規則外単位

を活用しながら、キャリ

ア教育をより充実させて

いく為の検討が必要。ま

た、国家試験不合格の学

生に対する指導を充実さ

せることが重要と考え

る。 

 

3-14-11 キャリア教育

の実効性は検証されて

いるか 

国家試験合格率が一つの指

標であるが、卒業後の進路やそ

の実効性についても把握、検証

をしていく。 

 在校生、卒業生ともに希望者

への就職指導、就職支援は行え

ている。また本学へ来校または

連絡があった就職担当者から

は、卒業生の勤務状況や仕事内

容について一定以上の評価は頂

いている。 

卒業生の進路について

は把握しきれていない。

今後、定期的な調査を行

うことも検討したい。 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校は柔道整復師養成校であることから、課程自体がキャリア教育そのも

のである。教育指導内容については学科方針や時代のニーズなどを踏まえ、

都度必要に応じて改善する余地はあるものの、現状は一定の成果はあげられ

ていると考えている。しかし卒業生については全ての進路を把握できていな

い為、実効性の検証については十分とはいえない。今後は卒業後の進路につ

いてもフォローしていく必要はある。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 
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3-15 （1/1） 

3-15 授業評価の実施･評価体制はあるか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-15-12 学生による授

業評価を実施している

か 

各学年次の科目終了ごとに 5

段階評定と自由記述による授

業評価アンケートを実施する。 

各学年次の科目終了前の授業

時間中に無記名式授業評価アン

ケートを行っており、回収率は

90%以上である。 

現在、学生による授業

評価アンケートの結果を

受け、教員に対してのフ

ィードバックの方法だけ

でなく、学生へのリフレ

クションペーパーとして

の活用も含めて検討中で

ある。 

授業評価アンケート 

3-15-13 授業内容の設

計や教授法等の現状に

ついて、その適否につ

き学科や学校として把

握・評価する体制があ

るか 

アンケート結果について、各

担当者にフィードバックする

とともに学科においても授業

改善の検討材料とする。 

各担当教員には、学生からの

授業評価の集計一覧を手渡し、

今後の授業への参考にしてい

る。また学内の専科教員につい

ては各自年度目標管理シートを

作成し、授業アンケート結果を

評価基準の一つとして活用し、

科内面談も実施している。 

学科としての評価基準

やフィードバックの仕方

については、今後更なる

検討は必要。 

授業評価アンケート 

目標管理シート 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

授業改善や講師・教職員の資質の向上を図るために、授業評価の実施・評

価体制は重要と考えている。 
評価体制としては、学生による授業評価アンケートのみでなく、今後は講

師間での公開授業などを通して、それぞれの講師の専門性の相互理解や評価

を行うことなどを検討する必要がある。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 
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3-16 （1/3） 

3-16 育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確保しているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-16-14 学科の育成目

標に向け授業を行うこ

とができる要件（専門

性・人間性・教授力・必

要資格等）を備えた教

員を確保しているか 

教授資格等、各要件を満たし

ている教員を採用し、教育力充

実を目指し、育成していく。 

採用時に履歴書の確認の他、

本校卒業生の場合は在学中の成

績や学習姿勢などを重視し、面

接面談等を実施して採用決定し

ている。採用後は学内外におい

て FDを実践している。 

結果的に自校卒業生の

採用が多くなっている。

その場合、教育期間中に

教員適性や人間性、学力

についてほぼ把握できて

いるが、今後より幅広く

多様な人材を採用するに

は、現在の採用基準に加

え、新たな基準作りが必

要と考えている。 

教員資格保有の証票類等 

 

3-16-15 教員の専門性

レベルは、業界レベル

に十分対応しているか 

実際の臨床現場で活躍して

いる教員を採用し、業界レベル

に対応するが、専門性に特化し

すぎないよう留意する。 

臨床に携わっている教員の採

用および臨床の継続を推奨して

いる。 

教育力や臨床力の強化

のために、学内外の現場

での活動や研究、研修、交

流を通じて更なる向上に

努めている。 

 

3-16-16 教員の専門性

を適宜把握し、評価し

ているか 

教員の専門性の把握を行い、

適切な教科を担当させる。 

教員採用時の面接等で専門性

は把握している。 

教員間での評価は客観

性や専門性から難しい側

面があるため、評価委員

会等の設置の検討が必

要。 

 

3-16-17 教員の専門性

を向上させる研修を行

っているか 

専門性について深め、個人研

究および関連学会等の参加に

ついて、学校として奨励する。 

各教員に対し、個人学術費を

予算化している。研究計画の内

容により個人学術費の中から、

研究支援を行い、学会参加や発

表を積極的に行っている。また

学生対応力強化の観点から専門

講師を招聘し、学科内で教員研

修会を実施している。 

学内だけで専門性を高

める研修は難しく、積極

的に外部施術所やスポー

ツ現場、大学医学部・歯学

部との連携によって各教

員が様々な場で臨床や研

究を行っている。 

個人学術報告書 
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3-16 （2/3） 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-16-18 教員の教授力

(インストラクション

スキル)を適宜把握し、

評価しているか 

基礎的な教授力は極めて重

要であり、更なるインストラク

ションスキル向上を目指す。 

授業評価アンケートにより各

教員の教授力を把握している

が、組織として評価委員会等は

設置していない。 

教員に対する評価委員

会等の設置が必要と思わ

れる。 

学生評価アンケート 

3-16-19 教員の教授力

(インストラクション

スキル)を向上させる

研修を行っているか 

学内外の研修へ参加しやす

い体制を整え、教授力向上を促

す。 

学内および柔道整復学校協会

主催の教員研修会への参加によ

り教授力の向上を図っている。 

学内での個人に対する

研修は特に十分とは言え

ないが、学内・外で教員が

一般向け公開講座等々を

行うことでインストラク

ションスキルを上げるよ

う努めている。 

柔道整復学校協会教員研修会抄

録 

公開講座等広報ポスター 

3-16-20 教員間(非常勤

講師も含めて)で適切

に協業しているか 

必要に応じ連携、協議する。 専任教員間においては普段か

ら活発な意見交換を行ってい

る。非常勤講師も年３回程度の

会議において、現状について意

見交換を行っている。 

教員間（非常勤講師含

め）において、引き続き現

状や今後についての意見

交換は実施していく。 

定例会議議事録 

3-16-21 非常勤講師間

で適切に協業している

か 

密接なコミュニケーション

により、一層の教育効果を得

る。 

授業報告書等の提出までは求

めていない。全ての非常勤講師

ではないが、年 3回の会議が協業

の為のコミュニケーションの場

となっている。 

各教科の授業報告書は

なく、申し送り等の情報

がある程度で、十分では

ない。将来においては授

業報告書の作成を義務づ

け、それを元に会議等の

開催が必要と思われる。 

 

 
 



40 

3-16 （3/3） 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-16-22 非常勤講師の

採用基準は明確か 
教員資格、適性等を勘案し採

用する。 
採用時に履歴書の他、面接等

を実施して判断している。 
今後も教員資格、適性

等を勘案し、採用時に履

歴書の他、面接等を実施

して判断していく。 

教員資格保有の証票類等 
 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校は、臨床の第一線にいた鍼灸師により創設された経緯がある。本校の

精神的支柱となってきた建学の精神「臨床に優れ、かつ豊かな人間性に裏打

ちされた医療人を育成する」に基づき、教育に携わる教員については、臨床

経験豊富な教員をそろえ、また育成を図っている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 
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3-17 （1/1） 

3-17 成績評価・単位認定の基準は明確になっているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-17-23 成績評価・単

位認定の基準は明確に

なっているか 

成績評価・単位認定の基準に

ついて明確にし、事前に学生に

提示する。 

筆記試験・実技試験により成

績評価を行っている。試験にお

いて一定の評価以上を獲得し、

規定の出席数を満たしている者

が単位を認定される。 

一部の科目によって

は、担当教員の違いによ

りコースごとの試験難易

度にばらつきが見られる

ため、試験選考委員会を

立ち上げるなど成績評価

基準や単位認定要件の吟

味が必要と思われる。 

教務規程 

学生手帳 

3-17-24 他の高等教育

機関との間の単位互換

に関する明確な基準が

あるか 

単位互換については、指定規

則に則り行う。 
指定規則および本校学則に則

り単位互換を実施している。 
本校学則により、必要

に応じて試験等により評

価した上で単位互換を実

施しているが、今後は試

験を課すべきか検討が必

要と思われる。 

学則 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

成績評価・単位認定については、本校で規定した内容で運営している。単

位互換については、認定規則に則り行っている。 
 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 
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3-18 （1/1） 

3-18 資格取得の指導体制はあるか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

3-18-25 目標とする資

格はカリキュラムの上

で明確に定められてい

るか 

指定規則により、カリキュラ

ムの内容が規定されている。本

校においてはカリキュラムそ

のものが資格取得のためのも

のとなっている。 

本校カリキュラムは指定規則

に規定された内容以上の単位数

となっており、加えて実技・実習

をより多く取り入れており、卒

業後の実践をより意識した内容

となっている。 

指定規則に規定される

部分が大きく、それ以上

の特色を出すことが今後

さらに必要と思われる。 

学則 

3-18-26 目標とする資

格の取得をサポートで

きる教育内容になって

いるか 

指定規則に則り、国家資格取

得のための授業内容とする。 

3 年次の 9月以降については、

国試対策にも重点を置いてお

り、模擬試験や複数のゼミ（解剖

学・生理学・柔道整復理論・柔道

整復整実技）を複数回実施し、指

導を行っている。 

入学生の学力低下対策

として、より効率的な科

目配置を行い、更に基礎

ゼミ等を今年度より実施

している。また 3 年次と

既卒者（国試不合格者）に

ついても資格取得サポー

トをより一層充実させて

いる。 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本学では卒業後を見据えた教育を行っているが、在学時の最終目標は国家

試験合格である。それに対応する授業も行いつつ、学力不足の学生に対して

は個別指導や補講といったかたちでサポートをしている。卒業後も国家試験

不合格者に対しては、聴講制度や各種模擬試験を実施しており、引き続きサ

ポートを行っている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 伊黒 浩二 
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基準４ 教育成果 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
本校の明らかな教育成果としては国家試験の合格が挙げられるが、加え

て、卒業後、医療人として社会に貢献できる人材の育成という目標も大切に

している。そういった意味で学生の就職状況も教育成果の一つであり、本校

では専任の就職担当者を置き、学生指導に当たっている。毎年開催している

就職相談会などを利用して、多数の学生が治療院に就職しているが、国家試

験合格後に就職活動を開始し、卒業後に就職したりした場合は、就職先の把

握は困難となる。 
また、技術力向上のために転職することが一般的な業界であるため、卒業

後数年を経た学生の状況を把握することはさらに困難となっている。様々な

機会を利用して追跡を行ってはいるものの、連絡先が把握できなくなった場

合は、調査もそこで終わってしまうという状況であり、何らかの対策が求め

られている。 
資格取得状況については、出願から合格発表までを管理できていることか

ら、ほぼ把握できている。資格取得率についても平均以上の結果を残してお

り、不合格者への指導も少しずつではあるが効果が出始めている。 
担任を始めとする教職員との面談により、退学率の低減が図られている

が、心理面でのケアを行う専任のカウンセラーの常駐という課題については

達成できていない。 
在校生および卒業生の活躍の状況については、在校生はもちろん、業界団

体役員や地道な医療活動を展開している卒業生については把握できている。 
 

土曜、日曜を中心に外部の業界団体などによる勉強会が多数、本校にて開

催されており、学生にとっては業界の様々な情報を得ることのできる機会と

なっている。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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4-19 （1/1） 

4-19 就職率(卒業者就職率・求職者就職率・専門就職率)の向上が図られているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-19-1 就職率(卒業者

就職率・求職者就職率・

専門就職率)の向上が

図られているか 

就職希望者の就職率 100%を

目標とし、希望に応じた就職指

導を行う。 

学務課へ相談に来る学生に対

し、就職完了まで支援を行い、

「就職相談会」も実施している。

学生自らが web 上で求人を検索

することができるシステムも導

入しており、自らの希望に沿っ

た求人先の検索が容易となって

いる。 

就職先保有件数が増え、学生

にとって売り手市場となって

はいるものの、一方で学生が就

職先を確定することに優柔不

断となっている。在学中から学

生自らが多くの治療院の見学

を重ね、業界の内情を知ること

ができるように指導していき

たい。 

 

4-19-2 就職成果とその

推移に関する情報を明

確に把握しているか 

就職成果とその推移に関す

る情報を明確に把握する。 
卒業時に進路調査を行うこと

により、卒業後の進路について

一定の状況は掌握できている。 

卒業後に就職活動を始める

学生が毎年一定数見られるた

め、卒業時の調査だけではすべ

てを把握しきれていない。卒業

後の状況を把握するため、様々

な機会を利用して就職先に調

査を行っている。 

進路調査 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

元々、就職活動という概念がなかった業界にあって、積極的に求人先の確

保に務めており、在校生はもとより卒業生に対しても就職担当部署による就

職指導を行っている。「就職相談会」も競合校に先駆けて実施し、以来毎年

開催している。ただし、技術力向上のための転職が当たり前の業界であり、

転職活動が活発であるので、卒業生の勤務先追跡調査は困難を極めている。 

全求人先が一切の営業活動なしに、口コミのみで集めたものであることは

業界関係者の本校教育に対する信頼の表れであろう。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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4-20 （1/1） 

4-20 資格取得率の向上が図られているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-20-3 資格取得率の向

上が図られているか 
資格取得率 100%を目標とし

て、授業改善や課外ゼミを実施

している。ただし、資格取得の

みを目標とせず、卒業後に医療

現場でしっかり活躍できるよ

う、卒業後を見越した指導も行

う。 

国家試験合格率は全国平均を

上回っている。あと少し及ばな

い学生や国家試験不合格の卒業

生に対して、課外ゼミの開講な

どの取り組みを行っている。 

特に国家試験不合格の卒業

生への指導が課題となってい

る。当該卒業生も自身の生活を

支えなければならないため、登

学、指導の機会がなかなか確保

できない。 

国家試験学校別合格番号一覧表 

4-20-4 資格取得者数と

その推移に関する情報

を明確に把握している

か 

 資格取得者数とその推移に

関する情報を明確に把握する。 
取得を目指す資格は国家試験

であり、試験への出願は学校を

通して行うことから、受験者及

び合格者は明確に把握してい

る。 

 国家試験学校別合格番号一覧表 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

資格取得率の向上と合格者の把握についてはある程度達成できている。引

き続き資格取得率の向上に努めていきたい。 
国家試験合格にあと一歩及ばない学生あるいは国家試験浪人者に対して

は課外ゼミの開講などの取組を行っており、効果も得られてきている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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4-21 （1/1） 

4-21 退学率の低減が図られているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-21-5 退学率の低減が

図られているか 
進路の変更や経済的理由な

どやむを得ない退学は別とし

て、当該本人と面談を重ね、適

切な指導を行う。 

担任を中心に教職員が該当学

生と話をし、さらに保護者等関

係者との面談を行うなどコミュ

ニケーションを図っている。退

学につながる可能性のある学生

の情報については校内で共有し

ている。 

さらに該当学生とのコミュ

ニケーションをはかれるよう

教職員に勉強会や研修会を行

っている。突然登学しなくなっ

た学生は連絡を取るのも困難

な場合があり、対策を講じてい

きたい。 

 

4-21-6 入退学者数とそ

の推移に関する情報を

明確に把握しているか 

入退学者数とその推移に関

する情報について把握する。 
入学者はもちろん、退学者の

情報についても学内への周知を

徹底している。学生数を含む学

籍情報についての管理は出来て

いる。 

 管理者会議議事録 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

退学率 0%（入学者全員の卒業）を目標として、教員と学生のコミュニケー

ションを取り、学生支援体制の整備、診療所(内科・鍼灸室)による健康管理

を充実させ、心身および経済的バックアップによる退学率低減を図ってい

る。また退学者に関する情報も学内で共有できている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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4-22 （1/2） 

4-22 卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

4-22-7 卒業生・在校生

の社会的活躍及び評価

を把握しているか 

教育内容の改善という観点

から、在校生はもとより卒業生

の動向についても把握する。 

在校生への求人状況から一部

の卒業生の開業・就職状況は把

握できている。また、業界団体役

員や学会での世話役等について

も把握できている。 

鍼灸業界、柔道整復業界を離

れて活躍している卒業生の把

握は困難である。 

 

4-22-8 卒業生の例とし

て特筆すべきものを記

述できるか 

社会で活躍・貢献しうる人材

の育成を目標としているため、

有名ではなくても地道に地域

の医療活動に貢献している卒

業生も本校にとっては特筆に

価すべき存在である。広く世間

に知られる業績を残す医療人

の育成だけが本校の目指す全

てではない。 

本校は社会に貢献できる医療

人を育成しており、関西圏で有

数の治療院グループの経営者も

輩出している。卒業生による病

院等での活躍や、社会からの信

頼が厚い治療院の経営などによ

り外部から高い評価を得てい

る。また、学術的発表も評価され

ており、業界団体の主要役員も

輩出している。 

  

4-22-9 在学生や卒業生

の作品や発表が、外部

のコンテスト等で評価

されたか 

外部においても評価されう

る人材の育成を目標としてい

る。 

本校は社会に貢献できる医療
人を育成している。卒業生の病
院等での活躍や開業が外部から
の評価であり、学術的発表も評
価されている。 

  

4-22-10 在学生や卒業
生の作品や発表が、外
部のコンテスト等で評
価された例として特筆
すべきものを記述でき
るか 

外部においても評価されう

る人材の育成を目標としてい

る。 

在校生は学術大会等の場で発

表を行っており、表彰例も多い。

卒業生も内外の学術大会での発

表、投稿を多数しており、評価さ

れている。 

 東洋療法学校協会学術大

会研究発表表彰 
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4-22 （2/2） 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校卒業生は医療の現場で高い評価を得ており、業界団体での活躍、治療

院の経営、学術的発表などについては把握できている。卒業生・在校生のさ

らなる活躍が期待できる環境作りを行い、業界での成功者や指導者を輩出し

続けるとともに、地道な医療活動を行っている卒業生についても、特筆に価

するものとして評価されるようにしていきたい。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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基準５ 学生支援 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
学生支援の中でも特に就職および経済的な支援に力を入れている。 
就職支援では、他校と比べ社会人を経験している学生の割合が高いため、

自主的に就職活動を行う者や在学中に就職や開業をしている者も多い。しか

し、社会人経験のない学生にとっては初めての就職活動であるため、就職相

談会、履歴書作成・面接対策などの対応、個別相談など学生がスムーズに就

職できるよう支援している。 
経済的な理由で学業をあきらめることがないよう学費の納入に関する相

談を行っている。学校独自の学費減免制度を整え、また、日本学生支援機構

の奨学金を始めとする、各種教育ローンの紹介を行うとともに、学生および

保護者と連携し個々の経済状況に応じた学費の納入計画を立てるなど、無事

に学生が国家資格を取得し医療人として活躍できるような支援を行ってい

る。 
学生生活に対する相談については各教員が対応を行っており、学生と教員

による面談も活発に行われている。また、学生の健康に関する支援は附属診

療所の存在もあり充実している。 
クラブ活動等の課外活動や生活環境に対する支援は、本校の場合、学生か

らの要望も多くなく、必ずしも多くの事例があるとは言えないが、必要な場

合に備えて支援体制は整えている。 
卒業後は卒業生組織である校友会による各種の活動支援が行われ、卒業生

による勉強会や同窓会などの活動も活発である。 
 

 

 在学中、卒業後を問わず、頻繁な転職や開業する傾向が強い業界であるた

め、学生の進路を確認するのに手間取り、卒業時点で就職先を特定できたと

しても、そのあとの転職・開業状況まで追跡するのは困難である。そもそも、

転職によってスキルアップをしていく業種でもあるので、数年での転職は珍

しくなく、転職を重ねながら技術を習得・確立することがこの業界の特徴で

もある。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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5-23 （1/2） 

5-23 就職に関する体制は整備されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-23-1 就職相談室の設

置など就職支援に関す

る体制は整備されてい

るか 

専任の部署を設け、在学時、

卒業後を問わず就職指導担当

者による就職支援を行う。 

アルバイトや就職についての

支援業務は学務課で行ってお

り、常時数名の職員にて対応で

きる体制としている。また、来校

の機会がなかなか得られない卒

業生も Web 上で求人票を閲覧出

来るようにしている。 

何度面接や見学を重ね

たとしても、就職してみ

ないと見えてこないもの

もある。就職先と学生と

の相性の見極めは永遠の

課題である。 

学校法人森ノ宮医療学園業務分掌規程 

5-23-2 就職に関する説

明会を実施しているか 
就職相談会の開催に加えて、

1 年で数回のセミナーを開催す

ることにより、就職活動や求人

状況についての情報を学生に

説明する。 

個別の就職支援に重点を置い

ている。年に 1 度、就職相談会を

行っているが、社会人の入学比

率が高いことから、全体に対す

る就職ガイダンスという形はと

っていない。 

就職への意欲が希薄な

学生への指導が課題であ

り、就職活動の基礎的な

知識を身につけるための

ガイダンスを開催したり

している。 

 

5-23-3 就職に関する学

生個別相談を実施して

いるか 

本校学生は年齢も職業も多

種多様であることから、就職に

関する支援は学生ごとの個別

相談を中心とする。 

担当部署による個別相談を随

時行い、就職が決まるまでサポ

ートを続けている。 

  

5-23-4 就職の具体的活

動(履歴書の書き方な

ど)に関する指導を実

施しているか 

就職活動の進め方や必要な

マナー指導、履歴書の書き方な

ど、就職活動に関する支援を行

う。 

職業意識、履歴書の書き方、面

接のマナーなどを指導してい

る。個別指導はもとより、年数

回、説明会も実施している。 

  

 
 
 
 



51 

 
5-23 （2/2） 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
現在は学務課を担当部署として、複数の担当者により就職指導、支援を行

っている。年に 1 度、就職相談会を校内で開催しているが、全体的には個別

の就職指導が中心となっている。社会人入学生の比率が高く、全員を対象と

したガイダンス等は行っていないが、年に数回、主に高校新卒者を対象とし

た就職支援のガイダンスなどを開催しており、学生支援の中でも就職支援に

関しては比較的手厚く、丁寧な対応が出来ている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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5-24 （1/1） 

5-24 学生相談に関する体制は整備されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-24-5 学生相談室の設

置など学生相談に関す

る体制は整備されてい

るか 

学生相談室を常設の上、教職

員の密接な連携により対応す

る。 

個々の教職員による対応を行

っている。学生からの面談の申

し入れは随時受け付けている

が、学生相談室および専門カウ

ンセラーの設置には至っていな

い。 

専任カウンセラーの設

置などカウンセリングの

機会拡充が課題である。 

 

5-24-6 学生からの相談

に応じる専任カウンセ

ラーがいるか 

学生からの相談に応じる専

任カウンセラーの常置を目指

す。 

 かつては専任カウンセラーに

よる週 1 回のカウンセリングの

機会を設けていたが、退職後は

常置できていない。 

カウンセラーの常駐化

が求められている。 

 

5-24-7 留学生に対する

学生相談体制は整備さ

れているか 

必要に応じ、留学生に対する

学生相談体制を整備、拡充す

る。 

 在籍留学生が 1 名という事も

あり、留学生に特化した相談体

制とはなっていない。 

  

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

現在教職員を中心に学生相談への対応を行っている。学生からの面談の申

し出も活発であり、おおよそは問題が深刻化する前に解決できているが、心

理面での相談については専任カウンセラーによる対応が必要であろう。 

学生時代に教職員が相談相手になることで、卒業後の帰属意識も高まって

いる面もあると考える。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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5-25 （1/1） 

5-25 学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-25-8 奨学金制度は整

備されているか 
学生の経済面でのサポート

を図るべく、本校独自の学費優

遇制度を設ける。また、日本学

生支援機構の奨学金制度をは

じめ複数の奨学金制度を紹介

する。 

学務課が担当部署となり日本

学生支援機構学金および国の教

育ローン、民間の教育ローン制

度などを、学生の状況に応じ適

宜紹介している。平成 29 年度か

ら本校独自の学費優遇制度を設

けている。 

金銭面の相談というこ

とに躊躇があるのか、相

談や連絡もない学費延滞

者が一定数存在する。た

だし延滞者数は減少傾向

にある。 

 

5-25-9 学費の分納制度

はあるか 
 分納、延納制度を整え、その

上で、学生にとってより良い方

法を模索していく。 

経理課と学務課が連携して、

学生個々の経済状況に応じた学

費の納付方法についての相談を

受け付けている。 

  

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校独自の学費減免制度を創設し、また、日本学生支援機構の奨学金制度

を始めとする各種奨学金の紹介や、学費の分納の導入を行っている。学納金

の滞納については、個々の学生の経済状況に応じた対応が求められているよ

うになっており、学務課と経理課の連携により対応している。ここ数年で延

滞者数の減少が見られることから、万全ではないものの、一定の効果は表れ

ているのではないか。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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5-26 （1/1） 

5-26 学生の健康管理を担う組織体制はあるか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-26-10 定期的に健康

診断を行うなど学生の

健康面への支援体制は

あるか 

１年に１度全学生を対象と

して健康診断を実施する。 
附属診療所において、全学生

に対して健康診断を実施してい

る。また普段の学生生活におい

ても体調管理のために附属診療

所を利用する事ができる。 

 健康調査票 

5-26-11 学生からの健

康相談等に専門に応じ

る医師・看護師等がい

るか 

附属診療所を活用し、学生か

らの健康相談等に応じる。 
附属診療所にて学生からの健

康相談等に応じている。本校の

場合、教員が医療資格者である

ことから、普段から学生からの

相談は活発に行われている。 

  

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

そもそも教員が医療資格者であり、また、附属診療所を擁していることか

ら、学生の健康管理体制は一般的な学校と比べて充実している。 
 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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5-27 （1/1） 

5-27 課外活動に対する支援体制は整備されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-27-12 スポーツ等の

クラブ活動、その他、

課外活動に対する支援

体制は整備されている

か 

スポーツ等のクラブ活動、そ

の他、課外活動に対する支援体

制を充実する。 

課外活動の運営は、学生が主

体的に運営する学生会に全権を

持たせて、学生同士の話し合い

の中で決定している。また、土日

祝日の校舎の空いている時を利

用して、各種勉強会の会場とし

て校舎を開放している。 
 

クラブによっては、部

員数の減少から、存続の

危機に立っているクラブ

もある。他の専門学校生

からも参加希望があるの

で、学外への部員充足の

ための広報も必要と考え

る。 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

時間の確保が困難であるため、課外活動は決して活発ではないが、そのよ

うな中でも活動を継続しているクラブ等への支援を行っている。 
 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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5-28 （1/1） 

5-28 学生寮等、学生の生活環境への支援は行われているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-28-13 遠隔地出身者

のための学生寮等、学

生の生活環境への支援

は行われているか 

要望があれば支援を行う。 新卒での地方出身者が少な

く、実績は多くない。希望者に

は、大専各認定の不動産業者を

推薦している。 

  

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

もともと生活環境が確立した学生の入学比率が高いことから、具体的な支

援実績は多くはないが、要望に応じて周辺の優良不動産業者の紹介を行って

いる。 

地方での卒後研修のためのワンルームマンションについては、校友会協力

の下、一部家賃負担している場合もある。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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5-29 （1/1） 

5-29 保護者と適切に連携しているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-29-14 保護者と適切

に連携しているか 
未成年者の学生に対しては

保護者と適切に連携すること

を目標とする。 

未成年者の学生における学費

未納入、不登校者については、保

護者と連携の上、本校教職員が

複数名で対応している。 

社会人で独立生計を営

んでいる学生は保護者と

言える人物が身近にいな

い場合があるため、連携

が困難である。 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

特に学費の滞納や不登校に対しては、問題が深刻化する前に保護者と連携

を行い対応している。 
社会人入学者については必ずしも保護者との連携を行う必要性はないと

考える。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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5-30 （1/1） 

5-30 卒業生への支援体制はあるか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

5-30-15 同窓会が組織

化され、活発な活動を

しているか 

卒業生による同窓会組織と

して森ノ宮医療学園校友会を

組織し、卒業生および在校生へ

の支援を行う。 

学園内に設置した校友室が活

動を支えており、森ノ宮医療学

園校友会の活動は活発である。 

専門学校と大学が一緒

になっているが、将来的

にはかなりのボリューム

になることが予想される

ので、分化も考える必要

性がある。 

森ノ宮医療学園校友会議事録 
森ノ宮医療学園校友会会報 

5-30-16 卒業生をフォ

ローアップする体制が

整備されているか 

担当部署である校友室を通

じ卒業生組織である校友会に

よる支援を行う。 

各種勉強会の開催、再就職支

援、臨床用ベッド貸し施術スペ

ースの提供、地方への訪問活動

などを実施している。 

  

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

校友室を設置し、森ノ宮医療学園校友会の活発な活動を組織的に支援して

いる。本校にとっては財産ともいえる卒業生との連携が今後ますます重要に

なってくると考えられる。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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基準６ 教育環境 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
はり師及びきゆう師に係る学校養成施設認定規則、柔道整復師学校養成施

設指定規則に則った実習室、講義室を配置し、実習用具、模型、教育に必要

な校具も十分に備えている。また、学生アンケートから要望が高い事項につ

いて、順次対応し、学習環境の改善に毎年取り組んでいる。 
教育課程外のゼミや学生の自主的な勉強会を支援するため、空き教室を原

則、月曜日から日曜まで開放し、学生の学習意欲に対応している。 
日常清掃、定期清掃を適正に実施しているため、美観的に損なわれず現状

を維持している。 
また、法律に基づいた施設点検だけでなく、独自に作成した設備改修計画

に基づいて改修工事を進めている。 

本校のコース構成上、平日は午前 9 時から午後 9 時 10 分まで授業を行っ

ており、また、土日も勉強会等で学内の施設の使用を許可しているため、授

業のある期間中は工事音の出る大掛かりな設備改修工事はできないため、長

期休暇を利用して行っている。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 入江 浩正 
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6-31 （1/1） 

6-31 施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-31-1 施設・設備は、

教育上の必要性に十分

対応できるよう整備さ

れているか 

法令に基づいた整備を適宜

行うとともに、教育上快適な環

境の維持に努める。 

法令に定められた施設・設備

を備え、定めのない施設・設備で

あっても教育上必要と思われる

ものについては充実を図ってい

く。 

北校舎が 30 年以上経

過していることから、将

来的にも教育上の必要性

に十分対応できるよう考

慮していく必要がある。 

 

6-31-2 施設・設備のメ

ンテナンス体制が整備

されているか 

施設・設備および消防機器等

のメンテナンスを適宜行い、有

効かつ適正に稼働するよう管

理する。 

施設・設備においては経年劣

化がどうしても避けられない

が、日々のメンテナンスを適切

に行い、施設・設備に問題が発生

しないよう管理している。 

不具合について迅速に

対応していくとともに、

今後は予防の意識を高め

る。 

 

6-31-3 施設・設備の更

新に関する計画を立

て、計画通りに更新し

ているか 

施設・設備の更新計画を策定

し、より良い教育環境を維持す

るともに建物長寿化に努める。 

空調機に関して、全館の状態

を調査し、取り替え優先順位を

つけて、夏期および冬期の休校

の時期の利用などにより 5 か年

計画で取り替え工事を実施して

いる。また、その他の設備や水道

設備等の更新工事も順次行って

いく。 

 長期維持保全計画書 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

施設・設備については、問題があれば対応する事後保全については実行で

きている。修繕計画を策定し問題発生を未然に防ぐ予防保全についても主要

な施設・設備については実施できているので、対象を更に拡大させていきた

い。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 入江 浩正 
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6-32 （1/1） 

6-32 学外実習、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体制を整備しているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-32-4 学外実習、イン

ターンシップ、海外研

修等について外部の関

係機関と連携し、十分

な教育体制を整備して

いるか 

法令上、学校附属診療所等で

実習を行い、臨床の教育体制を

確保し、将来必要となる技能知

識等を習得させる。 

附属診療所での臨床実習な

ど、法令で定められている実習

以外にも病院実習や海外研修、

スポーツトレーナーの現場に参

加できる機会を設けるなど、校

外での実習、研修についての教

育体制も確保している 

  

6-32-5 学外実習、イン

ターンシップ、海外研

修について、その実績

を把握し教育効果を確

認しているか 

法令で定められている以外

の学外実習、海外研修について

も実績を把握し、その教育効果

を検証し、学習意欲の向上を目

指す。 

カリキュラム内の定められた

実習については実績や教育効果

は把握できている。その他のカ

リキュラム外の実習、研修につ

いては実施後のレポート提出な

どにより教育効果を確認してい

る。 

 アメリカ研修のしおり 
中国研修のしおり 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

中国広州中医薬大学第１附属病院やフロリダ代替医療大学、テキサス

A&M 大学コマース校での研修などでは、参加後の学生の表情が一変するほ

どの効果を上げている。臨床実習などのカリキュラム内での学外実習などに

ついても実績の把握はできている。 
 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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6-33 （1/2） 

6-33 防災に対する体制は整備されているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

6-33-6 防災に対する体

制は整備されているか 
火災・震災その他の災害によ

る人的、物的被害を軽減する。 
危機管理規程、防災管理規程

をもとにマニュアルは作成。防

災備蓄品も準備。 

マニュアルに基づいた

シミュレーションが必

要。備蓄品もさらなる増

備が必要。 

防災管理規程 
危機管理規程 

6-33-7 災害を起こす可

能性のある設備・機器

等の情報は十分に伝え

られているか 

校内の設備・機器等の情報の

共有を行い、災害時への対応を

含め校内への周知を行う。 
 

災害を起こす可能性のある設

備・機器等について正確に把握

していない。 
 

早急に把握することを

努める 
 

6-33-8 実習時等の事故

防止の体制は十分か 
実習時は常に教員の監視が

行き届くようにし、事故防止に

全力を尽くす。 

教員の監視のないところでの

実習・実技を禁じ、事故や怪我の

無いよう努めている。万一の場

合は担当教員から診療所医師へ

の連絡を行う。 

事故発生時のマニュアル

については不十分である

ため、今後作成していく。 

施設賠償責任保険 
(臨床実習事故対応) 

6-33-10 防災訓練を実

施しているか 
災害時に学生、教職員が迅速

な行動をし、被害を軽減させ

る。 

年 1 回、学生も参加する防災

訓練を実施している。 
防災に関する講演会を企

画中。 
防災マニュアル 

6-33-9 万が一の災害が

起きた場合に備えた保

険等の処置は十分なも

のとなっているか 

保険等に加入し災害時に係

る費用損害を軽減する。 
大阪府各種学校連合会提携の

企業財産総合保険、施設所有者

保険に加入済。 

 企業財産総合保険 
施設所有者保険 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

防災用品の備蓄や保険への加入などの災害発生への準備はある程度行え

ている。ただし、実際に地震等の自然災害が発生した時の対応については防

災訓練の実施のみに留まっており、連絡網の構築や対応マニュアルの作成な

どは不十分なため、充実が求められる。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 入江 浩正 
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基準７ 学生の募集と受け入れ 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 学生募集については、学校案内や Web ページに本校の建学の精神や理念

等を掲載し、入学志望者が本校を正しく理解した上で入学できるよう意識し

ている。また、卒業生の活躍している様子を伝えることで、志望者が卒業後

の目標とすべきイメージを明らかにしている。志望者が、卒業生の活躍の影

響で本校への入学を決めている例も見られ、本校の教育成果も学生募集につ

ながっていると言える。 

単に本校志望者を増やすことを目標とするだけでは、入学後の学生とのミ

スマッチを防止することができないことから、本校の教育方針や教育成果だ

けでなく、取得を目指すべき資格やその先にある鍼灸業界や柔道整復業界に

ついても丁寧に説明することを心掛けている。 

入学試験については大阪府専修学校各種学校連合会の入試選抜基準に基

づいて行っており、適正かつ公平に行われている。入学選考については試験

の点数はもとより、面接内容も含めて基準に従い公平に点数化の上、入学者

判定会議にて行われる。この結果は直ちに校内関係部署に周知される。また、

議事録も作成の上、保管されている。 

学納金についてはあらかじめ 3年間に必要な総額を入学案内に掲載し、掲

載されていない額を入学後に徴収することはない。 

また、入学前に合格者から入学の辞退の申し出があった場合、入学試験担

当部署が既に納入された授業料の取り扱いなどについて対応している。 

 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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7-34 （1/2） 

7-34 学生募集活動は、適正に行われているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-34-1 学生募集活動

は、適正に行われてい

るか 

学生募集については建学の

精神や理念等を志望者に説明

し理解してもらったうえで入

学を検討してもらうことを基

本方針とする。 
入学試験については大阪府

専修学校各種学校連合会の入

試選抜基準に基づいて実施す

る。 

オープンキャンパスや相談会

を数多く開催し、本校の教育方

針や教育スタイルについての理

解を深めてもらう努力をしてい

る。オープンキャンパスには在

校生や卒業生にも参加してもら

い、来場者に自由に学校の現状

を話してもらう環境をつくって

いる。また、入学試験については

基本的に全志望者に対し試験を

実施している。 

本校の精神や理念だけで

なく、鍼灸師や柔道整復

師といった職業に対する

理解を深めたうえで本校

への入学を志望してもら

うよう心掛けているが、

入学後のミスマッチを完

全になくすことは難し

い。引き続き丁寧な説明

を行っていきたい。 

学生募集要項 
学校案内 

7-34-2 学校案内等は、

志望者・保護者等の立

場に立った分かり易い

ものとなっているか 

教育内容、学校生活、卒業後

の進路、学納金について具体的

にイメージしやすい内容とす

る。 

学校案内等は、毎年リニュー

アルを行い、最新の状況を掲載

し、ホームページは必要に応じ

随時更新を行っている。また補

助媒体の作成も行っている。 
本校の伝えたいことを一方的

に伝えるのではなく、志望者や

保護者にとって必要な情報を盛

り込み、また、誤解の生じる余地

のない表現を心がけている。 

 学生募集要項 
学校案内 

7-34-3 志望者等の問い

合わせ・相談に対応す

る体制があるか 

入試および広報の担当者だ

けでなく、他の部署の教職員も

必要に応じ対応する。 

入試、広報の担当者だけでな

く、全教職員が志望者等の問い

合わせ・相談に対応できるよう

に取り組んでいる。 
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7-34 （2/2） 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-34-4 募集定員を満た

す募集活動となってい

るか 

入学定員の充足だけを目標

としているのではなく、入学者

選考ができる受験者数確保を

目標とする。 

単に本校への入学志望者増を

目指すだけでなく、広く鍼灸師

および柔道整復師の世界を知っ

てもらうためのセミナーを開催

するなど、業界の発展も視野に

入れた募集活動を行っている。 

  

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 志望者が本校をきちんと理解できるような募集活動を行っており、本校の

ことはもちろん、目標とする資格、職業をできるだけ理解された上で入学し

ていただけるよう心掛けている。また、広報担当者だけでなく、すべての教

職員がそれぞれの専門分野について入学志望者に説明できる体制を整えて

いる。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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7-35 （1/1） 

7-35 学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-35-5 学生募集におい

て、就職実績、資格取得

実績、卒業生の活躍等

の教育成果は正確に伝

えられているか 

学校案内や Web ページな

どにおいて、就職実績、資格

取得実績、卒業生の活躍等の

教育成果を正確に伝える。 
 

求人件数については実数を公開

し、資格取得実績についても合格

率の実績を公開している。また学

校案内において、現在活躍してい

る卒業生を紹介し、志望者の目標

ともしてもらえるようにしてい

る。 

業界定着率や開業率な

ど、受験希望者の進路の

参考となるような数字を

公開したい。 

学校案内 

Web ﾍﾟｰｼﾞ 

（ http://www.morinomiya.ac.j

p） 

 

7-35-6 卒業生の活躍の

教育成果が学生募集に

貢献したかどうか正し

く認識する根拠を持っ

ているか 

主な就職先であるはり師き

ゅう師および柔道整復師の業

界からの評価および本校に寄

せられる継続的な求人数を根

拠とする。 

卒業生・在校生が推薦者となっ

ている受験者の多いことや、本校

への求人数が多いことが客観的な

根拠と考えている。 

推薦者を精査したとこ

ろ、卒業生・在校生から

の推薦者の割合が非常に

高く、逆にそれ以外の受

験者数が少ないので、卒

業生以外への認知を高め

ることが課題である。 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

国家試験合格率、就職実績や各学科の授業内容だけでなく、本校が主催し

ているゼミやセミナー、教員による学会・研究発表の様子、在校生の学校生

活の様子などを、オープンキャンパスや Web ページで伝える事ができてい

る。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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7-36 （1/1） 

7-36 入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-36-7 入学選考は、適

正かつ公平な基準に基

づき行われているか 

すべての入試において、複数

の評価基準を設ける。加えて、

学力的指標のみならず、意欲や

目的意識も選考の重要な要素

と考えていることから、すべて

の選考基準を数値化し、公平な

判定ができる状況を作る。 

校長を中心に任命された入学

者判定委員による入学者判定会

議によって選考されている。 

筆記試験の評価だけで

なく面接試験での意欲や

目的意識も重要と考えて

いるので、面接試験にお

いて客観的な評価ができ

る仕組み作りと面接官の

育成に注力していきた

い。 

入学者選抜規程 
入学者判定会議事録 

7-36-8 入学選考に関す

る情報とその推移を学

科ごとに正確に把握し

ているか 

入学選考に関する情報とそ

の推移について入学者判定委

員会やグループウェア等を用

いて学校全体で情報共有を図

る。 

校長を中心に任命された入学

者判定委員による入学者判定会

議によって把握されている。 

コースにより人気の偏

りが見られ、定員が超過

しないよう入学者判定会

議で管理し、募集担当部

署に情報を伝達してい

る。 

入学者選抜規程 
入学者判定会議議事録 
管理者会議議事録 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学選考は入学者選抜規程に基づいて入学者判定会議を開催し、数値化さ

れた試験結果に基づき公平な判定を行い選考している。入学選考に関する情

報と推移については、管理者会議やグループウェアを用いて、学校全体で情

報共有している。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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7-37 （1/1） 

7-37 学納金は妥当なものとなっているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

7-37-9 学納金は、教育

内容、学生および保護

者の負担感等を考慮

し、妥当なものとなっ

ているか 

学納金は、教育内容、学生お

よび保護者の負担感等を考慮

し、妥当なものとし、可能な限

りその根拠を示す。 

学納金の構成については、授

業料だけでなく、諸経費につい

ても詳細に項目を表示しわかり

やすいようにしている。 
学費負担軽減の一つとして 29

年度生より教科書・白衣・柔道着

は贈呈とした。 

経済的事情等で学納金

納入が遅れる学生に対

し、学納金納入について

の相談ができる体制を整

えている。 

学生募集要項 
学校案内 
 

7-37-10 入学辞退者に

対する授業料等の返還

について適正に処理さ

れているか 

辞退する場合の連絡先や授

業料の返還等について募集要

項に明記し、迅速な対応を行

う。 

辞退者には辞退届を提出して

もらい、授業料返還等の対応が

円滑に遂行できるように体制を

整えている。 

 学生募集要項 

7-37-11 学納金に関す

る情報とその推移を学

科ごとに正確に把握し

ているか 

入学者判定委員会および管

理者会議にて、学納金納入に関

する情報について経理担当か

ら報告を行い、学校全体で情報

共有を図っている。 

納付期限の時点で、経理担当

から入試担当に状況が報告さ

れ、入試担当から受験者に確認

の連絡を取っている。その状況

報告を入学者判定委員会および

管理者会議にて行っている。 

学費納入の計画を立て

ずに受験し合格する方が

毎年数名おり、その際は

学納金の延納を認めるよ

うな対応をとっている。 

入学者選抜規程 
入学者判定会議議事録 
管理者会議議事録 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学納金に関しては、受験生にわかりやすい情報提供を心がけている。また、

入学辞退者についても授業料返還等の対応が円滑に遂行できるように体制

を整えている。これらの情報は主に入学者判定会議および管理者会議で報告

し把握している。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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基準８ 財務 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
中長期的な学校の財務基盤については、中期的には安定しており、財務の

収支均衡は保たれていると思われる。専門学校においては、無借金経営であ

る。また、法人全体での借入金負債につきましては、返済計画に沿って順調

に返済をしている。 
予算・収支計画については、財政規模は学校法人として小規模であるが、

専門学校・大学がそれぞれ収支均衡をはかれる財政状況になり、今後は、学

園外部環境の変化に対し特に厳しい専門学校において収支均衡・収入超過の

状況を保つよう中期的な財政管理面での予算管理が必要とされる。 

そのために、収入減少にも対応すべく支出面では教育水準を低下させるこ

ともなく、経費節減に努め、財務の健全性を維持すべく為に予算管理を行っ

ていく。 

また、11月より京都に「ERP 下鴨南治療院」が開院し、それに伴って初期

投資費用が増加しているが、今後は専門学校同様に中期的な財政管理での予

算管理も必要とされる。 

会計監査については、適切な外部会計監査を定期的に行っている。 

財務情報公開については、監査報告書含め適宜、学校ホームページにより

行っている。 
 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 飯川 一 
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8-38 （1/1） 

8-38 中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-38-1 中長期的に学校

の財務基盤は安定して

いるといえるか 

中長期的な学校の財務基盤

の安定を第一に考え、毎年の事

業計画を立てている。 

事業活動収入が事業活動支出

を上回っている。中期的にも安

定させるために、入学者の定員

確保と退学者数の減少に努め

る。 

将来の建物建て替え

等、大きな支出要因が控

えているので、中長期の

計画に基づく財務計画が

必要となる。 

事業報告書 

決算報告書 

8-38-2 主要な財務数値

に関する情報とその推

移を正確に把握してい

るか 

主要な財務数値に関する情

報とその推移を正確に把握す

る。 

主要な財務数値の推移は把握

している。 
数値推移から経営分析

への過程へと精度を上

げ、教職員への周知を図

る必要がある。 

事業計画書 

予算計画書 

事業報告書 

決算報告書 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財政基盤は中期的には安定している。長期的には学園外部環境の激変によ

り降りかかってくると思われるリスクに対して、積極的な対策までは進んで

いない。 

専門学校と大学・大学院を持つ学校法人としては、学校規模が小さい。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 飯川 一 
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8-39 （1/1） 

8-39 予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-39-3 年度予算、中期

計画は、目的・目標に

照らして、有効かつ妥

当なものとなっている

か 

年度予算は中期計画に基づ

いて立案していく。目的・目標

に照らして、有効かつ妥当なも

のとなるよう、時間をかけて精

査する。 

年度予算は有効で妥当なもの

となっている。中期計画は先を

見込んで策定されているが、精

度を上げていくという課題は残

している。 

 四半期ごと、半期ごと

の確認作業で、修正、補正

に対応する。 

予算計画書 

年度決算報告書 

事業計画書 

事業報告書 

8-39-4 予算は計画に従

って妥当に執行されて

いるか 

予算は計画に従って妥当性

をもち、かつ、不測の事態には

迅速かつ柔軟に執行する。 

計画的に執行されている。広

報費についても、執行状況を反

映させ、予算内に収まるよう予

算執行が行われつつある。 

四半期、半期での確認作

業を現場レベルに落とし

込む。 

決算報告書 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

年度ごとの予算の執行内容は妥当である。中期的には新規事業に見合う余

力を保ち、柔軟な予算執行を常に模索している。 
 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 飯川 一 
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8-40 （1/1） 

8-40 財務について会計監査が適正に行われているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-40-5 財務について会

計監査が適正におこな

われているか 

財務について会計監査が随

時適正に行われるべきである。 
会計監査は、公認会計士のも

と適正に行われている。また、監

事として常時理事会に出席され

ている。 
 

より一層詳細精緻に実

施する必要がある。 
監査報告書 

8-40-6 会計監査を受け

る側・実施する側の責

任体制、監査の実施ス

ケジュールは妥当なも

のか 

会計監査を受ける側・実施す

る側の責任体制、監査の実施ス

ケジュールは計画的に行われ

るべきである。 

外部会計監査は、会計監事と

打ち合わせのもとに実施されて

いる。 

現状、スケジュールに

ゆとりが十分あるとはい

えない状況下にあるの

で、専門学校、大学、付属

診療所、各々での業務分

掌を明確化し、業務全体

の横の流れを構築、実施

できるレベルにまで落と

し込む。 

監査報告書 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

会計監査は公正・適切であるといえる。さらに、内部監査および外部監査

の実施を行う。 
 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 飯川 一 
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8-41 （1/1） 

8-41 財務情報公開の体制整備はできているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

8-41-7 私立学校法に

おける財務情報公開

の体制整備はできて

いるか 

私立学校法における財務情

報公開を実施する。 

私立学校法における財務情

報公開を実施している。 

小項目まで公開する方向

へ努力したい。財務数字の掲

載だけでなく、詳細な解説も

加えていきたい。 

森ノ宮医療学園校友会報 

Web ページ 

 

8-41-8 私立学校法に

おける財務情報公開

の形式は考えられて

いるか 

私立学校法における財務情

報公開の形式を満たす。 

校友会報や学園Webページで

の公開を行っている。 

より見やすく、図表も入れ

て工夫する必要がある。 

校友会報 

Web ページ 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財務情報について、適宜、積極的に公表していく体制を整えたい。  

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 飯川 一 
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基準９ 法令等の遵守 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
本校は学校教育法に則り、専修学校設置基準、厚生労働省の関連法令であ

る、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律、柔道整復

師に関する法律、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師に係わる学校

養成施設認定規則並びにあん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゆう師養成

施設指導要領、柔道整復師学校養成施設指定規則並びに柔道整復師養成施設

指導要領等に基づき教育活動を行っている。 
また、学校運営そのものについては、学校法人寄付行為並びに学則あるい

は諸規定に基づき運営を行い、教職員全体に周知している。 
社会的にも法令遵守のための取り組みは重要であり、鍼灸師・柔道整復師

の業務に関し、法令遵守の精神を教育に取り入れ、適正な学校教育を行なっ

ている。 
個人情報保護対策については、「学校法人森ノ宮医療学園個人情報保護に

関する規程」に基づき、紙データ及び電子データ管理の徹底並びに外部から

の個人情報の漏洩対策を実施している。また、職務上知り得た教職員及び学

生の個人情報についてもデータ等の漏洩がないように周知徹底している。 
自己点検・自己評価については、専門学校に自己点検・評価委員会を設置

し、定期的な会議を開催して「自己点検・自己評価報告書」を作成している。

具体的な点検・評価項目等については、特定非営利活動法人私立専門学校等

評価研究機構作成の様式にて実施し、ホームページ等で公表している他、学

校関係者評価専門部会委員会からの意見も聴取し、改善に努めている。 

平成 27 年度に大阪府健康医療部 保健医療室 保健医療企画課 医事グル

ープによる定期報告等に基づく状況や指定基準等の遵守状況を確認するも

のとして定期指導調査を受けた結果、書類の整備等について、軽微な指摘事

項はあるものの、ほぼ適正に運営されているとの評価を頂いた。 

 
最終更新日付 平成 29 年 3 月 31 日 記載責任者 森 優也 
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9-42 （1/1） 

9-42 法令、設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか 

 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-42-1 法令や専修学校

設置基準等が遵守さ

れ、適正な運営がなさ

れているか 

学校運営に関する学校教育

法や専修学校設置基準、厚生労

働省の関連法令を遵守し、適切

な学校運営を行う。 

法令や専修学校設置基準等を

遵守し、適正な運営を実施して

おり、平成 27 年度の大阪府によ

る定期指導調査では、適正な運

営がなされているとの評価をい

ただいている。 

 定期指導調査結果通知書 
 

9-42-2 法令や専修学校

設置基準等の遵守に関

して、教職員・学生等

に対する啓発活動を実

施しているか 

教職員はもとより、学生に対

しても法令遵守についての啓

発活動を実施する。 

平成 26 年度から、法令遵守の

重要性を教職員全体に周知して

いる。学生に向けては医療概論

や関係法規の授業中に行ってい

る。 

学生に対しては、授業

で触れるのみであり、今

後体験等を通じた啓発活

動が必要と考えている。 

 

 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 法令遵守は当然であり、教職員はもとより、学生に対しても指導、周知を

行っている。 
 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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9-43 （1/1） 

9-43 個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか 

 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-43-3 志願者、学生や

卒業生および教職員等

学校が保有する個人情

報に関し、その保護の

ための対策がとられて

いるか 

規程に基づき個人情報の保

護に取り組む。職務上知り得た

個人情報については、情報漏洩

対策を施す。特に電子データに

ついては、外部からの不正侵入

がないよう情報漏洩対策やウ

イルス対策を施す。 

PC 関連については、専属の担

当者が管理しているほか、職務

上必要な個人情報については、

「学校法人森ノ宮医療学園個人

情報保護に関する規程」に基づ

き、対策が取られている。 

個人情報についてのデ

ータ閲覧については権限

を持たせているが、内外

からの不正アクセス等に

ついては、各 PCのジョブ

履歴をとる等の対策が必

要となっている。 

森ノ宮医療学園個人情報保護に

関する規程 

9-43-4 個人情報に関

して、教職員・学生等

に対する啓発活動を実

施しているか 

教職員、学生に対する啓発を

行っていく。 

個人情報の取り扱いについて

は、教職員に対しては、各部署で

の注意喚起を行い、学生に対し

ては、入学時オリエンテーショ

ンにて説明をし、「学生手帳」に

も明記している。 

教職員に対する定期的

な個人情報に関する研修

等の開催が必要と考えて

いる。 

学生手帳 

 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

個人情報については本学園規程に基づき厳重に管理されている。また、サ

ーバー上に保管されている場合についても、専任の担当者がセキュリティを

強化し保護している。 

個人情報の保護については、いわゆる個人情報保護法の施行以来一層厳格

さが求められている。本校においても、厳重に管理していきたい。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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9-44 （1/1） 

9-44 自己点検・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか 

 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-44-5 自己点検・自己

評価を定期的に実施

し、問題点の改善に努

めているか 

自己点検・自己評価は法令に

より義務づけられている。毎年

度の点検評価を本校の改善に

つなげていく。 

自己点検・評価委員会を設置

し、毎年「自己点検・自己評価報

告書」を作成している。また、こ

の報告書を基に学校関係者評価

専門部会委員会からの意見も聴

取し、改善に努めている。 

第三者評価の実施は努

力目標とはいえ、今後の

実施に向け検討してい

く。 

自己点検・評価委員会規程 

学校関係者評価に関する自己点

検・評価委員会規程施行細則 

自己点検・自己評価報告書 

学校関係者評価専門部会員会議

事録 

9-44-6 自己点検・自己

評価に関する方針は確

立されているか 

文部科学省作成の学校評価

ガイドラインに従い、特定非営

利活動法人私立専門学校等評

価研究機構作成の様式にて実

施する。 

自己点検・評価委員会を定期

的に開催し、自己点検・自己評価

について方針を定め運営してい

る。 

 報告書の様式等につい

ては、特定非営利活動法

人私立専門学校等評価研

究機構によるものを参考

にしているが、本校独自

の評価項目の設定も必要

と考えている。 

自己点検・評価委員会議事録 

9-44-7 自己点検・自己

評価に関する方針は関

係者に対して正確に伝

わっているか 

学内への周知を徹底する。学

外へは学校関係者評価等の機

会を利用する。 

自己点検・評価委員会の方針

に基づき、必要であれば関係者

（記載責任者等）に対し、経営会

議や管理者会議等を利用し周知

している。 

 学校関係者評価専門部会員会議

事録 

管理者会議議事録 

 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

自己点検・評価委員会規程に基づき毎年、自己点検・評価委員の管理のも

と、自己点検・自己評価を行っている。今後は点検評価結果をいかに改善に

つなげていくかが課題である。将来の第三者評価に向けた体制の構築にも取

り組んで行きたい。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 
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9-45 （1/1） 

9-45 自己点検・自己評価結果を公開しているか 

 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

9-45-8 自己点検・自己

評価結果を公開してい

るか 

自己点検・自己評価報告書を

Web ページにて公表する。 

Web ページにて公表している。  

 

 

Web ページ 

9-45-9 自己点検・自己

評価結果の公開に関す

る方針は確立されてい

るか 

Web ページ上での積極的な公

表を推進する。 

自己点検・評価委員会の方針

に基づき、「自己点検・自己評価

報告書」や「学校関係者評価報告

書」等を Web ページにて公表して

いる。 

 自己点検・評価委員会議事録 

学校関係者評価専門部会員会議

事録 

9-45-10 自己点検・自

己評価結果の公開に関

する方針は関係者に対

して正確に伝わってい

るか 

積極的な公表とステークホ

ルダーはもとより、外部有識者

からの助言を積極的に受ける

体勢作りを構築する。 

自己点検・評価委員会にて周

知の方法等を検討し、学内への

周知は進んでいる。 

学外関係者に対し Web

ページ以外の周知方法に

ついて検討が必要であ

る。 

 

 

点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

平成 23 年度から自己点検・自己評価の公表を行ってきているが、今後は

公表の事実や方針を学外の関係者へ周知していくことが課題となろう。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 矢納 秀司 

  
  



79 

基準１０ 社会貢献 
 

点検大項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
本校は鍼灸師、柔道整復師関連団体との交流も深く、直接的、間接的にそ

の分野での貢献度は非常に高いと考えている。ほぼ毎週、校舎内で鍼灸師・

柔道整復師関連団体の研修や研究発表などが行われている。また救急法や熱

中症予防などの講習を中学校や高等学校に出張し行っている。 

 さらに、毎年の献血は継続して行っている。 

通学路となる近隣の清掃を行うなど、近隣住民の方々にも合同清掃に参加

いただいたり、セミナーを一般市民へ積極的に公開したりすること等の活動

により社会貢献の一助としている。 

 

とりわけ、東日本大震災以降、各地で行われている避難訓練については、

例外に漏れず、大阪市のモデル地区（南海トラフ地震想定）となるべく、地

域、地元警察・消防署、区役所、医師会との連携による活動を行っている。 

 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 小笠原 宏之 
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10-46 （1/2） 

10-46 学校の教育資源や施設を活用した社会貢献を行っているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

10-46-1  広く教育 機

関、企業・団体、および

地域との連携・交流を

図っているか 

各関係団体、地域との交流を

深め、学校の資源である教育の

分野では一般の方向けの公開

講座も実施している。 

関係団体には、会場貸し等で

協力。地域の合同避難訓練等へ

の参加も行っている。 
小中高等学校、スポーツ団体

等に対し、出張講義・講座を開講

し、社会貢献を図っている。 

出張授業の依頼数が増加

しているが、ニーズが高

く、依頼時期が集中する

ため十分に対応できてい

ない。 

学校案内 
 

10-46-2 学校の資源を

活用し、生涯学習事業

や雇用促進への支援を

行っているか 

学校の資源を活用し、生涯学

習事業や雇用促進への支援を

行うことを目標とする。 

現役の小中高教員に対しては

他にはない医療系ならではの研

修授業を実施しており、一般の

方向けの講習会も年に数回実施

している。 

 一般市民に対しての生

涯学習への支援は行って

いるが、雇用促進への支

援は十分ではない。 

学校案内 
 

10-46-3 学校の施設・

設備を開放するなど、

地域社会と連携してい

るか 

緊急時の避難場所としての

提供および受け入れ態勢を構

築する。 

大阪市と共同でモデル地区作

りに参画している。地域住民の

方の会議の場として利用してい

ただいている。 

設備利用の希望が増えて

きているが、学校行事の

増加に伴い、十分に対応

できない場面が増えてき

ている 
 

 

10-46-4 諸外国の学校

などと連携し、留学生

の相互の受け入れ、共

同研究・開発を行って

いるか 

米国及び中国の関係する病

院等との連携を充実、発展す

る。 

年に一度、任意参加ではある

が、在校生、卒業生を問わず研修

会を実施している。 
（米国・中国） 

取得資格が諸外国によ

って異なっているため、

研究・情報交換等、試行錯

誤の段階である。 

学校案内 
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10-46 （2/2） 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

10-46-5 重要な社会問

題について、学生や教

職員に対し啓蒙活動を

行っているか 

教職員のみならず、学生に対

しても課外活動的に実施する。 
教職員に対してはほぼ定期的

に実施しているが、学生に対す

る取り組みは未だ不十分であ

る。 

学生に対してはカリキ

ュラム等の制約が大きく

時間の確保が難しいが、

任意参加の啓蒙活動より

始めていきたい。 

 

10-46-6 学校として重

要な社会問題に具体的

に取り組んでいるか 

学校として重要な社会問題

に具体的に取り組むことを重

視する。 

学校として重要な社会問題に

取り組む必要を認識していると

ころであるが、成果を上げるに

至っていない。 

薬を使わない東洋医

学。人の手で整復する徒

手技術。これらを活かし

た活動の場は、国内のみ

ならず、今後は海外にも

目を向けて考える必要が

ある。 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

関係団体等への会場貸しや、セミナーの開催等により業界団体を通じた社

会貢献を行っている。また、一般向けのセミナーや地域との交流も活発に行

えている。 

市民の健康増進や障害予防の講習などを広く定期的に行っている。 

 
最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 小笠原 宏之 
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10-47 （1/1） 

10-47 学生のボランティア活動を奨励、支援しているか 
 

点検小項目 ア 考え方・方針・目標 イ 現状・具体的な取組等 ウ 課題と解決方向 エ イの参照資料等 

10-47-7 学生のボラン

ティア活動を奨励、支

援しているか 

学生のボランティア活動を

奨励、支援していく。 
学校として地域の清掃ボラン

ティアを行なったり、スポーツ

大会での救護ボランティアの紹

介、取りまとめなどを行ってい

る。 

東日本大震災の例か

ら、今後は学校として、医

療者の現地派遣も考えて

いく必要があると考え

る。 

 

10-47-8 学生のボラン

ティア活動の状況を把

握しているか 

学生のボランティア活動の

状況を組織的に把握していく。 
学生のボランティア活動の状

況を組織的に把握するに至って

いない。 

学生ボランティア活動

の状況を把握するための

体制を整える必要があ

る。 

 

 
点検中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校は比較的学生の年齢層が高いこともあり、これまでは積極的なボラン

ティア活動の奨励は行ってこなかった。時代の変化に合わせ対応を考えてい

きたい。 

学生の年齢層が高いこともあり、ボランティア意識は比較的高い。実際に

活動している者も複数名居るようだが、把握は学生の申告に頼っており、ま

たそれを総括する体制も出来上がっていないため、実態を十分に把握できて

いない。 
 

最終更新日付 平成 30 年 3 月 31 日 記載責任者 小笠原 宏之 

 


